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第１章 計画の改定に当たって  

 

 

１ 計画改定の趣旨 
 

配偶者からの暴力１）、特に夫等から女性に対する暴力が大きな社会問題になってきた

ことから、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保護することを目的として、平成 13

年 10 月 13 日に「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律」（平成 25

年７月改正により「配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律」。以下

「配偶者暴力防止法」という。）が施行されました。この法律により、配偶者からの暴

力が犯罪となる行為を含む重大な人権侵害であり、男女平等の妨げとなることが示され、

DV２）（ドメスティック・バイオレンス）に対する認知度が大きく上昇しました。また、

平成 16 年 10 月 1 日施行の「児童虐待の防止等に関する法律」の改正においても、子

どもがＤＶの環境下で育つことは虐待に当たることが明記されました。 

 

ＤＶは、外部からその発見が困難な家庭内や親密な関係において行われるため、潜在

化しやすく被害が深刻化しやすいこと、被害者の多くは女性であり、家庭や職場など社

会における男女の固定的役割分担や経済力の格差、上下関係など男女が置かれている状

況等に根ざした構造的問題であることがいわれています。それまで家庭内の問題として

外部に相談できずにいたＤＶ被害の実態が、保護命令制度の創設や迅速な一時保護の実

施により顕在化するようになりました。本県では平成 14 年 4 月に新潟県婦人相談所を

新潟県女性福祉相談所３）に改称するとともに、配偶者暴力相談支援センターの機能を付

与して相談や保護等の支援を行っています。 

 

平成 16 年の配偶者暴力防止法の改正により、配偶者からの暴力の定義の拡大、保護

命令制度の拡充とともに、国の基本方針に則して被害者の支援に係る基本計画を策定す

ることや、被害者の自立支援が都道府県の責務であることが明確化されました。 

本県では、これを受け、平成 18 年 3 月に「新潟県配偶者暴力防止・被害者支援基本

計画（以下「県基本計画」という。）」を策定し、新潟県女性福祉相談所を中心として、

関係機関と連携し被害者の支援のための施策を進めてきました。 

 

平成 21 年３月、平成 27 年３月には、配偶者暴力防止法及び国が定めた「配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針」（以下「基本方

針」という。）の改正状況等を踏まえ、県基本計画を見直し、DV を取り巻く社会環境等

の変化を反映した施策推進に努めてきているところです。 

 

  近年、DV を巡っては、相談件数の増加や複雑化・多様化、災害時の対応等、新たに

対応すべき課題もみられており、関係機関とのより一層の連携強化が必要となっていま

す。 

また、令和２年４月には、ＤＶと児童虐待が密接に関係することを踏まえ、配偶者暴

力防止法と国の基本方針に DV 対応機関と児童相談所との相互連携に関する内容が盛り

込まれました。 
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こうした状況を踏まえ、現行の県基本計画における計画期間が、令和２年度末をもっ

て終了するにあたり、新たな課題への対応を検討し、より一層、総合的かつ効果的に施

策を展開していくため、計画を見直すこととしました。 

 
 

２ 計画の位置づけ 
この計画は、配偶者暴力防止法第２条の３第１項に基づく基本計画であり、本県にお

ける配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する基本的な事項及び施策の実施

内容について定めるものです。 

「新潟県総合計画」や「新潟県健康福祉ビジョン」の個別計画として位置づけ、施策

の推進にあたっては「新潟県男女共同参画計画（男女平等推進プラン）」と連携を図りま

す。 

 

 

３ 計画の期間 
令和３年度から６年度までの４年間とします。 

ただし、法改正や国の基本方針の見直し、「新潟県総合計画」や「新潟県健康福祉ビ

ジョン」の見直し等により、新たに計画に盛り込むべき事項が生じた場合は、必要に応

じ見直すこととします。 
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４ 計画の推進 

この計画の推進にあたっては、本県の関係部局及び国、市町村、民間団体等の関係機

関が連携して施策に取り組みます。 

また、「配偶者暴力防止連絡会議」で随時、計画の進行管理を行います。 

 
 

 

(国)         新潟地方裁判所 新潟地方法務局 

新潟地方検察庁 東京入国管理局新潟出張所 新潟労働局 

日本司法支援センター新潟地方事務所 

(民間団体)      県医師会 県歯科医師会 県看護協会 県弁護士会 

県民生委員児童委員協議会 県臨床心理士会 

母子生活支援施設連絡協議会 

公益財団法人新潟県女性財団 

特定非営利活動法人女のスペース・にいがた 

公益社団法人にいがた被害者支援センター 

(市)         新潟市市民生活部男女共同参画課 

 長岡市市民協働推進部人権・男女共同参画課  

上越市自治・市民環境部共生まちづくり課  

三条市教育委員会事務局子育て支援課   

柏崎市福祉保健部福祉課  

新発田市社会福祉課 

    新潟市児童相談所 

(県)         教育庁義務教育課 教育庁高等学校教育課 

           教育庁生徒指導課 

県警察本部子供女性安全対策課   

県民生活・環境部男女平等社会推進課   

福祉保健部健康対策課 県保健所長会   

県地域福祉事務所長会 精神保健福祉センター   

中央福祉相談センター  

福祉保健部子ども家庭課 

 
１）配偶者からの暴力：「配偶者（元配偶者や事実婚にある者を含む。）」からの身体に対

する暴力またはこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下「暴力等」という。）

をいう。また、平成 25 年 7 月の法改正により「生活の本拠を共にする交際相手（元

「生活の本拠を共にする交際相手」を含む。）」からの暴力等についても、法が適用さ

れることとなったことから、本計画においても「配偶者からの暴力」に含める。 
２）DV（ドメスティック・バイオレンス）：配偶者や恋人等の親密な関係にある、又はあ

った者から振るわれる暴力。 
３）新潟県女性福祉相談所：売春防止法第 34 条第 1 項に基づき設置された婦人相談所。

新潟県女性福祉相談所条例（平成 14 年 4 月 1 日）により配偶者暴力相談支援センタ

ーの機能を付与し、名称を「女性福祉相談所」に改称。配偶者暴力相談支援センター

の機能を果たす婦人保護事業の中枢機関。 

配偶者暴力防止連絡会議 構成機関 
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第２章 D V の 現 状         

 

１ 配偶者からの暴力１）相談の件数 

 （１） 配偶者暴力相談支援センター２）における相談件数 

     配偶者暴力防止法に基づき、各都道府県では婦人相談所その他の適切な施設に

おいて配偶者暴力相談支援センターの業務を行っています（令和２年４月１日現

在、全国 292 ヵ所）。全国の配偶者暴力相談支援センターが令和元年度に扱った

相談件数は 119,276 件で、当計画改定前の平成 25 年度（99,961 件）と比較

し 19.3%の増加となっています。 

一方、本県では平成 14 年度から新潟県女性福祉相談所に配偶者暴力相談支援

センターの機能を付与し、被害者への相談や一時保護、自立支援を行っています。

また、平成 24 年度に新潟市と長岡市が配偶者暴力相談支援センターを設置しま

した。県内の支援センターの令和元年度の相談件数は 3,329 件で、平成 25 年

度（1,996 件）と比較し 66.8％の増加となっています。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                                 （内閣府調べ） 

    

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

                                   （県子ども家庭課調べ） 

  

 

配偶者暴力相談支援センターの相談件数（全国） 
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（２） 婦人相談所における相談件数 
全国の婦人相談所が平成 30 年度に扱った相談件数は 32,914 件で、平成 25

年度（32,110 件）と比較し若干の増加がみられています。 

一方、本県の婦人相談所（新潟県女性福祉相談所）における配偶者からの暴力

相談件数は、令和元年度 270 件で、平成 25 年度（407 件）と比較し、33.7％

減少しています。これは、平成 24 年度に新潟市及び長岡市に配偶者暴力相談支援

センターが設置されたことにより、相談者が身近な相談機関を利用したことが影響

したものと考えられます。 

 

    

407
300 241 182

263 257 270
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33,901
32,403 32,281 32,914
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25,000

30,000
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(全国/件)(県/件) 配偶者からの暴力相談件数の推移

新潟県

全国

  
（新潟県：県子ども家庭課調べ、全国：厚生労働省「婦人保護事業実施状況報告」） 

 
    ※配偶者暴力相談支援センターと婦人相談所の計上方法については、下記のとおりである。計上 

方法の違いにより、相談件数に差が生じている。 

   

  ・配偶者暴力相談支援センター：被害者本人からの相談のみ計上。主訴が配偶者からの暴力では 

なくても、背景に配偶者からの暴力の問題があるものについては計上している。 

・婦人相談所：被害者本人以外の者からの相談についても計上。ただし、主訴が配偶者からの 

暴力であるもののみ計上している。 

 
１）配偶者からの暴力：「第２章 ＤＶの現状」における統計数値については、改正法施

行前のため「配偶者からの暴力」に「生活の本拠を共にする交際相手」は含まれてい

ない。 
２）配偶者暴力相談支援センター：被害者の保護や自立支援を行う上で、中心的役割を果

たす機関。配偶者暴力防止法第 3 条第 1 項に、都道府県が設置する婦人相談所その他

の適切な施設において機能を果たすことが規定され、同第 3 条第 2 項では市町村にお

いてもその機能を果たすことができるとされた。県内では、平成24 年7月に新潟市が、

平成 24 年 10 月に長岡市が設置した。 
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２ 婦人相談所における一時保護１）件数 

全国の婦人相談所が決定した一時保護件数は平成 30 年度 4,052 人で、そのうち夫

等からの暴力を理由とする者は 2,814 人となっています。これは平成 25 年度（4,366

人）と比較し、35.5%の減少となっています。 

本県の女性福祉相談所における配偶者からの暴力被害者の一時保護件数は、令和元年

度 23 人で、近年横ばいの状態が続いています。 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
       ※一時保護委託２）を含む。  （厚生労働省「婦人保護事業実施状況報告」） 

 

   
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
       ※一時保護委託を含む。        （県子ども家庭課調べ） 

 
１）一時保護：売春防止法第 34 条第 2 項第 3 号及び配偶者暴力防止法第 3 条第 3 項第 3

号に基づき、緊急に保護することが必要と認められる女性等について、婦人相談所が

最も適切な援助を決定するまでの間行う。 
２）一時保護委託：配偶者暴力防止法第 3 条第 4 項に基づき、婦人相談所が、厚生労働大

臣が定める基準を満たすものに委託して行う。 

婦人相談所における一時保護件数（全国） 

婦人相談所における一時保護件数（新潟県） 
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３ 保護命令１）発令件数 

全国の地方裁判所で発令された保護命令の件数は平成 30 年 1,700 人で 26 年以降、

減少しています。また、本県の保護命令発令件数は、令和元年 32 人で 25 年以降、横

ばいとなっています。 

 

保護命令発令件数（全国） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

                               （最高裁調べ）  

       
保護命令発令件数（新潟県） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                             （新潟地方裁判所調べ） 

 
１）保護命令：被害者が配偶者からの更なる暴力により、生命又は身体に重大な危害を受

ける恐れがあるとき、または生命等に対する脅迫をされたときに、裁判所が被害者の

申し立てにより加害者に発する命令。被害者への接近禁止命令、被害者への電話等禁

止命令、被害者の子への接近禁止命令、被害者の親族等への接近禁止命令、退去命令

の５種類がある。 
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（暦年） 
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４ 警察の取扱状況 

本県の警察における配偶者からの暴力事案の認知件数は、令和元年 1,475 件で、法

施行後、最高の数値になっています。  

  

  ◆取扱状況 
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 （県警察本部調べ） 

    

  

◆保護命令対応

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

裁判所からの書面提出請求件数 45 44 49 39 39 44 40

保護命令の決定通知件数 34 37 36 35 36 38 35

接近禁止命令 1 2 2 1 4 2 4

接近禁止・退去命令 2 0 2 1 1 2 0

接近・電話等禁止命令 21 29 19 23 21 25 24

接近・退去・電話等禁止命令 10 6 13 10 10 9 7

◆事件化

H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1

検挙 149 163 200 199 187 234 227

配偶者暴力防止法違反 4 1 3 8 1 1 2

刑法犯（暴行・傷害等）・特
別法犯（銃刀法違反等）

145 162 197 191 186 233 225

（県警察本部調べ）

区分／年次

区分／年次

（県警察本部調べ）

 

年別の認知件数 
（件） 

（暦年） 
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５ DV に関する県民の意識 
 ◆配偶者暴力防止法の周知度 

内閣府男女共同参画局が実施した「男女間における暴力に関する調査」（平成 29

年３月。以下「全国（H29）」という。）と比較して本県県民アンケート調査「配偶者

からの暴力に関する意識調査」（令和２年 10 月。以下「新潟県（Ｒ２）」という。）

では、配偶者暴力防止法について 74.7％と低い周知度となっています。 

 

配偶者暴力防止法の周知度 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

◆DV に関する相談窓口の認知度 

新潟県（R2）調査において、DV について相談できる窓口を知っているか聞いた

ところ、55.8％の方が「１つでも知っている」と回答しています。 

 

相談窓口の認知度（新潟県 R2）      

 

21 .6

23 .9

66 .4

50 .8

9 .2

25 .3

2 .7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全国（H29） n=3 ,376

新潟県（R2） n=423

法律があることもその内容も知っている

法律があることは知っているが、内容はよく知らない

法律があることも、その内容も知らなかった

無回答

n=423 

（複数回答可） 
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◆暴力についての認識 

新潟県（R2）調査において、配偶者から以下のような行動をされた場合、暴力に

あたると思うかを聞いたところ、５項目については「暴力にあたる」と回答した人が

前回調査（H25）より増加し、６項目については減少しました。 

 

 

暴力についての認識（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

54.7 

72.3 

57.3 

43.7 

42.7 

53.3 

56.0 

95.3 

94.7 

88.3 

66.0 

57.0 

58.9 

75.4 

57.2 

45.9 

40.7 

53.0 

66.9 

91.7 

90.1 

86.3 

78.0 

20.0 40.0 60.0 80.0 100.0

避妊に協力しない

無理に、ポルノビデオやポルノ雑誌等

を見せる

性的な行為を強要する

「誰のおかげで生活できるんだ」

「かいしょうなし」などと言う

交友関係や電話を細かく監視する

長時間無視し続ける

大声でどなる

なぐるふりをしておどす

刃物などをつきつけておどす

体を傷つける可能性のあるもので

なぐる・投げつける

足でける

平手で打つ

R2 n=423

H25 n=300

％

（H25 未調査） 
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◆配偶者からの暴力被害の経験 

新潟県（R2）調査において、現在または過去に配偶者やパートナーがいる（いた）

方に以下のような行為を受けたことがあるかを聞いたところ、１つでも「されたこと

がある」と回答した方は全体で 24.6％でした。 

 

配偶者から暴力を受けた経験（新潟県 R2） 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

169人 39.9% 

38人 9.0% 

2 

2 

3 

1 

5 

21 

17 

4 

5 

7 

7 

7 

150人 35.5% 

66人 15.6% 

6 

3 

12 

9 

8 

19 

49 

10 

2 

10 

13 

16 

319人 75.4% 

104人 24.6%

8 

5 

15 

10 

13 

40 

66 

14 

7 

17 

20 

23 

0 40 80 120 160 200 240 280 320

上記のようなことは

されたことがない

【１つ以上の行為を選択した者】

避妊に協力しない

無理に、ポルノビデオや

ポルノ雑誌等を見せる

性的な行為を強要する

「誰のおかげで生活できるんだ」

「かいしょうなし」などと言う

交友関係や電話を細かく監視する

長時間無視し続ける

大声でどなる

なぐるふりをしておどす

刃物などをつきつけておどす

体を傷つける可能性のあるもので

なぐる・投げつける

足でける

平手で打つ

全体

女性

男性

（人）

n=423 

女=216 

男=207 

(複数回答) 
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◆配偶者からの暴力についてどこに相談したか 

前項の設問において「上記のようなことをされたことがない」以外の回答を選択し

た方に、配偶者から受けた行為について誰かに打ち明けたり相談したりしたか聞いた

ところ、「相談した」を選択した方は 20.2%、「誰にも相談しなかった」を選択した

方は 79.8％でした。 

 

配偶者からの暴力についての相談先（複数回答） 

        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

79.8%

0.0%

13.5%

8.7%

1.0%

1.0%

1.9%

0.0%

1.0%

0.0%

1.9%

48.9%

2%

26.2%

28.0%

0.3%

2.3%

3.4%

1.2%

0.9%

0.5%

2.2%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

誰にも相談しなかった

その他（具体的に ）

友人・知人に相談した

家族や親戚に相談した

学校関係者（教員、養護教員、スクール

カウンセラー）に相談した

医療関係者（医師、看護師などに

相談した

民間の専門家や専門機関（弁護士・弁護

士会、カウンセラー・カウンセリング

機関、民間シェルターなどに相談した

【1】～【5】以外の公的機関に相談した

男女共同参画センター・女性センター

（配偶者暴力相談支援センターの機能を

果たす施設を除く）に相談した

法務局・地方法務局、人権擁護

委員に相談した

警察に連絡・相談した

全国(H29)
n=650
新潟県(R2)
n=104
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◆配偶者からの暴力について相談しなかった理由 

前項の設問で「誰にも相談しなかった」と回答された方に相談しなかった理由を聞

いたところ、「相談するほどのことではないと思ったから」が最も多く 48.2％でした。 

 

 

配偶者からの暴力について相談しなかった理由（複数回答） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0%

2.4%

48.2%

4.8%

27.7%

8.4%

3.6%

12.0%

8.4%

16.9%

1.2%

0.0%

8.4%

32.5%

20.5%

16.9%

0.9%

6.3%

58.2%

5.7%

34.3%

5.3%

1.9%

5.7%

5.7%

22.3%

1.3%

0.0%

0.9%

22.3%

16.0%

6.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0%

無回答

その他

相談するほどのことではないと

思ったから

相手の行為は愛情表現だと

思ったから

自分にも悪いところがあると

思ったから

思い出したくなかったから

これまで通りのつきあい（仕事や学校など

の人間関係）ができなくなると思ったから

他人を巻き込みたくなかったから

世間体が悪いから

自分さえ我慢すれば、なんとかなると

思ったから

相談相手の言動によって、不快にな

ると思ったから

加害者（配偶者）に「誰にも言うな」と

おどされたから

相談したことがわかると、仕返しを受けた

り、もっとひどい暴力を受けると思ったから

相談してもムダだと思ったから

恥ずかしくてだれにも言えなかったから

どこ（だれ）に相談してよいか

わからなかったから

全国(H29)
n=318

新潟県(R2)
n=83
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◆子どもへの影響 
配偶者からの暴力を受けたことのある方のうち、当時子どもがいた方に子どもがそ

のことを知っていたかを聞いたところ、「現場に居合わせたので知っていた」「現場に

居合わせていなかったが、音、声、様子などから知っていた」と答えた方の合計は新

潟県（R2）調査で 42.4%でした。 

また、「子どもが配偶者からの暴力について知っていた」と答えた方に、そのこと

が子どもに影響を与えたと思うか聞いたところ、「影響を与えたと思う」と答えた方

が新潟県（R2）調査では約 76.0％でした。 
   
 

子どもが配偶者からの暴力について知っていたか 

 
 

配偶者からの暴力が子どもに対して影響を与えたと思うか 

 

 

n=59 

n=25 
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◆男女間の暴力防止に必要なこと 

男女間における暴力を防止するために必要なことについて聞いたところ、「加害者

への罰則を強化する」が最も多く 47.3％でした。 

 

  

男女間の暴力防止に必要なこと（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

12.7%

3.3%

27.7%

51.3%

48.3%

37.3%

21.0%

51.0%

53.0%

22.7%

1.7%

19.9%

47.3%

39.7%

32.2%

17.7%

41.8%

45.9%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特にない

その他（具体的に ）

暴力を助長するおそれのある情報（雑誌、

コンピューターソフトなど）を取り締まる

加害者への罰則を強化する

暴力をふるったことのある者に対し、二度と

繰り返さないための教育を行う

テレビ・雑誌・インターネット等を活用して、暴力を

防止するための広報・啓発活動を積極的に行う

地域で、暴力を防止するための

研修会、イベントなどを行う

学校または大学で、児童/生徒/学生に対し、

暴力を防止するための教育を行う

家庭で保護者が子どもに対し、暴力を

防止するための教育を行う

R2 n=423
H25 n=300
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◆男女間における暴力被害への対策 

男女間における暴力の被害者への対策について聞いたところ、前回調査と同様、

24 時間いつでも相談できる体制及び身近なところの相談体制を作ることが必要との

意見が最も多くなっています。 

 

 

 

男女間における暴力の被害者への対策（複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

9.0%

2.3%

50.0%

56.7%

50.0%

53.3%

42.3%

64.7%

63.0%

18.0%

0.7%

35.0%

48.5%

43.3%

45.2%

38.5%

59.6%

54.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

特にない

その他

被害者の経済的自立をめざす支援体

制を充実する

被害者が一時的に身を隠せる施設

（シェルター）を充実する

被害者の心や体のケアを行う施設や

体制を充実する

警察・役所、民間団体等とのネットワー

クをつくり、被害者を支援する

加害者が暴力を繰り返さないようにす

る支援体制をつくる

24時間いつでも相談できる体制を作る

身近なところに相談体制を作る

R2
n=423
H25
n=300
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第３章 計画の基本的な考え方 
          

 

 

１ 基本理念 

 
配偶者からの暴力は、犯罪となる行為を含む重大な人権侵害です。 

  配偶者からの暴力のない社会を目指して、配偶者暴力の防止と被害者の保護及び自立

支援に取り組みます。 

 

 

２ 基本目標 

 
被害者の立場に立った相談支援体制の確立と保護から自立支援までの総合的な支援

を実施し、配偶者からの暴力の防止を図るため、次のとおり基本目標を定めます。 

 

 
                                     

 

          

                  

 

 

                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                        

 

 

 

 

                     

                   

基本目標Ⅴ ＤＶを許さない社会づくり 
 ～ＤＶを許さない社会づくりを目指し広報啓発活動を行います～ 

基本目標Ⅰ 安心して相談できる体制づくり 
～県内のどこに住んでいても安心して相談できる体制づくりを目指します～ 

基本目標Ⅱ 安全な保護体制づくり 
 ～被害者の緊急時の保護が安全に行われる体制で支援します～ 

基本目標Ⅲ 被害者の自立支援体制づくり 
 ～様々な関係機関と連携を取りながら被害者の自立を支援します～ 

基本目標Ⅳ 関係機関との協働体制づくり 
 ～関係機関や民間の団体等と連携して被害者の支援にあたります～ 

基本目標Ⅵ 適切な苦情対応 
 ～苦情の申し出を受けたときは速やかに適切な対応をします～ 
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３ 指標 
 

本計画の進捗度を図るための指標を以下のとおりとします。 

 

指 標 H25 
現状 

（R2） 
目標 

1 ＤＶに関する相談機関の認知度 

(相談窓口をひとつでも知っている方の割合) 64.0 55.8 
上昇さ

せる 

2 過去２年間に配偶者からの暴力を受けたことのある者の割合 

（過去に暴力行為（12種類）を一つでも受けたことがある者のうち、

その行為が過去２年間にあったとした者の割合） 

42.2 33.7 
減少さ

せる 

3 暴力についての認識 

（配偶者から以下の行為をされた場合は暴力にあたると思うか） 

 

 

①平手で打つ 66.0 78.0 上昇さ

せる ②なぐるふりをしておどす 56.0 66.9 

③性的な行為を強要する 72.3 75.4 

※「配偶者からの暴力に関する意識調査」より 

 

  

※参考指標 

 以下について参考指標とし、必要に応じて項目を見直していきます。 

参 考 指 標 H25 
現状 

（R2） 
目標 

暴力についての認識 

（配偶者から以下の行為をされた場合は暴力にあたると思うか） 

 

 

①足でける 88.3 86.3 

上昇さ

せる 

②体を傷つける可能性のあるものでなぐる・投げつける 94.6 90.1 

③刃物などをつきつけておどす 95.3 91.7 

④大声でどなる 53.3 53.0 

⑤長時間無視し続ける 42.7 40.7 

⑥交友関係や電話を細かく監視する 43.7 45.9 

⑦「誰のおかげで生活できるんだ」「かいしょうなし」などと言う 57.3 57.2 

⑧無理に、アダルトビデオやポルノ雑誌等を見せる 54.7 58.9 

⑨避妊に協力しない (未調査) 57.0 

※「配偶者からの暴力に関する意識調査」より 
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４ 施策の体系 

基本目標 重点目標 今後の取組み

１　相談体制の充実 (1)　県の中枢となる配偶者暴力相談支援センターの取組強化

(2)　被害者の特性に配慮した相談体制の整備

２　市町村の体制整備支援 (1)　市町村配偶者暴力防止基本計画の策定支援

(2)　市町村における相談支援体制強化に向けた支援

３　地域における相談体制の強化 地域における県と市町村の連携

４　相談従事者の資質向上 人材育成と資質向上

5　情報発信の強化 相談窓口等の情報発信

１　一時保護体制の充実と連携
　強化

(1)　相談から一時保護までの支援

(2)　市町村との連携が必要な被害者に対する支援

(3)　被害者ニーズに配慮した一時保護委託の充実

２　外国人・高齢者・障害者等への
　配慮

(1)　外国人への支援

(2)　高齢者や障害者への支援

３　被害者の立場に立った被害
　防止活動

(1)　被害者の安全確保

(2)　加害者への対応

４　被害者等の心身の健康回復 同伴児・者を含めた心身のケア

１　生活安定のための支援 福祉制度の情報提供等

２　住宅の確保 公営住宅の優先入居等

３　就労の支援 就労支援事業の推進

４　同伴児童への支援 (1)　同伴児童の就学・保育等への配慮

(2)　児童相談所との連携

(3)　同伴児童等に関する情報の保護

５　被害者に関する個人情報
　の保護

(1)　住民基本台帳による被害者情報の管理

(2)　個人情報の保護

４　被害者等の心身の健康回復
　（再掲）

同伴児・者を含めた心身のケア

７　司法手続き等に関する支援 各種制度の情報提供等

 
Ⅰ
　
安
心
し
て
相
談
で
き
る

 
 
 
 

体
制
づ
く
り

Ⅱ
　
安
全
な
保
護
体
制
づ
く
り

Ⅲ
　
被
害
者
の
自
立
支
援
体
制
づ
く
り
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基本目標 重点目標 今後の取組み

１　関係機関との連携 (1)　配偶者暴力防止連絡会議・実務担当者会議の充実

(2)　ネットワークの拡大と連携強化

２　民間団体との協働・連携強化 (1)　民間団体との協働の推進

(2)　民間団体との連携強化

１　暴力防止に関する人権教育の
　推進及び啓発

(1)　DV予防に力点を置いた教育及び啓発の推進

(2)　デートDV予防教育及び啓発の推進

(3)　加害者更生等に係る調査研究の情報収集及び加害予防
　の意識啓発

２　発見通報体制の整備・充実 (1)  通報体制の整備

(2)  関係機関への働きかけ

適切な苦情対応 相談機関及び一時保護機関における体制の整備・確立

　
Ⅴ
 
D
V
を
許
さ
な
い
社
会
づ
く
り

 
Ⅵ
　
適
切
な

 
 
 

苦
情
対
応

Ⅳ
 

関
係
機
関
と
の
協
働

　
体
制
づ
く
り

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



22 

第４章 計画の内容 
 

 
 

基本目標Ⅰ 安心して相談できる体制づくり               

 

１ 相談体制の充実 

【現状と課題】 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

(1) 県の中枢となる配偶者暴力相談支援センターの取組強化 

   女性福祉相談所では被害者からの相談に対応するとともに、県の中枢機関と

して一時保護、処遇の難しい事案、専門的・広域的な事案への対応、市町村へ

の支援、研修、関係各機関との連携などの取り組みを強化します。 

 

(2) 被害者の特性に配慮した相談体制の整備 

① 被害者の心身の状態やその他の事情に配慮し、不適切な対応による二次的

被害３）を防止します。 

 

② 被害者からの申し出を受けた際は、被害の発生を未然に防止するための必

要な援助を行います。 

 

(1) 女性福祉相談所に配偶者暴力相談支援センターの機能を付与し、被害者か

らの相談に対応しています。 

(2) 中央福祉相談センターに「子ども女性電話相談」「DV・児童虐待相談フリ

ーダイヤル」１）を開設し、夜間休日の電話相談を実施しています。 

(3) 中央福祉相談センターに「保護・支援課」を設置し、夜間休日においても

緊急相談や保護に対応しています。 

(4) 女性福祉相談所及び県内６市に婦人相談員（女性相談員）２）が配置されて

おり、ＤＶを含めた女性の相談に応じています。 

(5) 新潟県男女平等推進相談室に専任の相談員を配置しています。 

(6) 警察の窓口においては、必要な情報の提供や警察が取り得る各種措置を教

示し、被害者の意思決定を支援するなど、被害者の立場に立った対応を行っ

ています。 

(7) 平成24年度に新潟市及び長岡市に配偶者暴力相談支援センターが設置さ

れ、市町村における相談体制も整備されてきています。 

(8) 近年、県内の相談機関に寄せられる相談件数の増加がみられており、より

一層の相談体制の充実が求められます。 

(9) 高齢者や精神保健的な問題を抱える被害者からの相談など複雑化・多様化

する相談に対応するため、相談体制を充実させていく必要があります。 

(10) 若年層の相談に対応するため、ＳＮＳを活用した相談体制の整備につい

て検討する必要があります。 
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③ ＳＮＳを活用した相談窓口の効果や課題について検証を行い、ＳＮＳ相談

の導入を活用した相談体制の整備についての検討を進めます。 

 

④ 配偶者暴力相談支援センター等において、性別を問わず相談しやすい環境

づくりに努めます。 

 

 
１）子ども女性電話相談、DV・児童虐待相談フリーダイヤル：中央福祉相談センター内に

開設。毎日 9:00～22:00 まで、電話での相談を受け付けている。 
２）婦人相談員（女性相談員）：売春防止法に基づき要保護女子等の発見に努め、相談や

指導等の業務を行うものとされており、配偶者暴力防止法においても被害者からの暴

力の相談や必要な指導を行うこととされている。 
３）二次的被害：不適切な対応（被害者の意思を尊重せず支援者個人の価値観を押しつけ

る、被害者の側に落ち度があると責める、安易な励ましや気休めをいう、など）によ

り、被害者が更なる被害に遭うこと。 
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２ 市町村の体制整備支援 
【現状と課題】 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   【今後の取組】 

   (1) 市町村配偶者暴力防止基本計画の策定支援 

市町村において基本計画が策定されるよう情報提供を行うなど連携して

取り組みます。 

 

   (2) 市町村における相談支援体制強化に向けた支援 

 

①  市町村における配偶者暴力相談支援センターの設置促進に向け、市町村

の状況に応じて支援します。 

 

② 専門的な知識を持った婦人相談員（女性相談員）などによる対応ができる

よう、市町村の状況に応じて支援します。 

 

③ 研修会等を通じて婦人相談員（女性相談員）の資質向上に努めます。 

 

 

 

 
１）市町村の基本計画策定及び配偶者暴力相談支援センターの設置：平成 20 年から配偶者

暴力防止法において、それぞれ市町村での基本計画の策定、市町村の設置する適当な施

設でセンターの機能を持たせることが努力義務とされている。 
２）市町村の基本計画策定市（令和２年度現在）：新潟市、長岡市、三条市、柏崎市、十日

町市、燕市、妙高市、五泉市、上越市、阿賀野市、佐渡市、南魚沼市、胎内市の 13 市 
３）婦人相談員設置市（令和２年度現在）：新潟市、長岡市、三条市、柏崎市、新発田市、

上越市の６市 

 

(1) 配偶者暴力防止法において、市町村の基本計画策定及び配偶者暴力相談支

援センターの設置は努力義務１）とされています。現在、県内で基本計画を策

定している市町村は、13 市２）、センターを設置している市町村は新潟市及

び長岡市の２市となっています。 

(2) 県内６市３）、に婦人相談員（女性相談員）が配置されており、ＤＶを含め

た女性の相談に応じています。 

(3) 市町村における DV 相談受付件数等、地域により実情が異なります。 

(4) 近年、県内市町村に寄せられる相談件数に増加がみられています。 

(5) 各市町村における基本計画の策定をはじめ、配偶者暴力相談支援センター

設置や婦人相談員の設置など相談支援体制整備を促進する必要があります。 
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３ 地域における相談体制の強化 

【現状と課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

地域における県と市町村の連携 

① 県地域振興局健康福祉（環境）部及び市町村でＤＶ相談を受けた場合に、

必要に応じて女性福祉相談所との連携を図ります。 

 

② 女性福祉相談所においては、市婦人相談員（女性相談員）や県内各女性

相談機関との連携に努めます。 

 

③ 市町村における相談業務を支援するため、「市町村向け女性相談支援マニ

ュアル」を活用し女性福祉相談所との連携を図ります。 

 

④ 市町村の相談対応職員のスキルアップに向け、きめ細かく専門性の高い

情報の提供を行います。 

 

⑤ 身近な地域において被害者の支援を行うため、地域の民生委員１）、児童委

員２）等と連携を図ります。 

 

⑥ ＤＶ関係機関による地域のネットワークを構築できるよう、相談に従事

する関係機関の職員の会議、研修会等において情報共有や情報交換を行い

ます。 

 

⑦ 県民に対し相談機関についての周知を図るとともに、被害者を発見した

場合に適切な情報提供ができるよう意識啓発を行います。 

 
１）民生委員：民生委員法に基づき厚生労働大臣から委嘱された者で、担当地区の住民に

関する実情把握、相談・援助等の活動をしている。  
２）児童委員：児童福祉法に基づき厚生労働大臣から委嘱された者で、担当区域の児童や

妊産婦に関する実情把握、相談・援助等の活動をしている。 

(1) 県地域振興局及び市町村においては、総合的な福祉の業務の一環としてＤ

Ｖ相談に応じています。 

(2) また、各市町村ではＤＶ担当課において相談に応じていますが、専任の相

談担当者が設置されていない市町村もあり、体制整備の実情は地域により異

なります。 

(3) 相談を受けた機関は、被害者が自立につながるまで関係機関と連携を図っ

ていくことが重要です。 

(4) 地域住民の身近な相談窓口の整備促進を図り、被害者を早期に発見し、早

期対応ができるよう相談体制を強化する必要があります。 
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４ 相談従事者の資質向上 

【現状と課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

人材育成と資質向上 

①  「配偶者暴力防止実務担当者会議」や「ＤＶ被害者支援セミナー」等

において、困難事例の対応に係る情報共有や事例検討を行い、相談従事

者の更なる資質向上を図ります。 

 

②  相談員等のメンタルヘルスに努めるよう、各相談機関に働きかけます。 

 

③  被害者の状況に応じた相談・支援に努めます。 

 

④  被害者の心身の状態やその他の事情に配慮し、不適切な対応による二

次的被害を防止します。（再掲） 

 

⑤  市町村における相談業務を支援するため、「市町村向け女性相談支援

マニュアル」を活用し女性福祉相談所との連携を図ります。（再掲） 

 

⑥  ＤＶ担当機関が要保護児童対策地域協議会３）等の地域ネットワーク

に参画することにより、対応力の向上を図ります。 

 

１）関係機関の相談従事者：配偶者暴力防止連絡会議構成機関、地域振興局、市町村、民

間支援団体等において DV 相談支援に対応する相談員（婦人相談員含む）、事務担当職員、

スタッフなど 
２）メンタルヘルス：心の健康、精神保健 
３）要保護児童対策地域協議会：虐待を受けた子どもを始めとする要保護児童に関する情

報の交換や支援を行うために設置する協議会。 

 

 

 

 

(1) 関係機関の相談従事者１）の資質向上や連携を図るため「配偶者暴力防止

実務担当者会議」を実施しています。 

(2) 女性福祉相談所では、専門性を高めるために、婦人相談員研修会や相談

従事者向け「DV 被害者支援セミナー」などを実施しています。 

(3) 複雑で困難な相談の増加に伴い、相談員の精神的な負担が大きくなって

いることから、相談員のメンタルヘルス 2）に配慮する必要があります。 

(4) 市町村の実情によっては、相談件数が少ない等の理由から、相談支援対

応のノウハウが蓄積されないなどの状況があります。 

(5) 相談員が被害者の複雑かつ困難な相談内容に的確に対応するためには、

継続して資質向上や関係機関の連携を図る研修、会議等に取り組む必要があ

ります。 
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～地域ネットワークの活用～ 

 

配偶者からの暴力と児童虐待が密接に関連するものであることを踏まえ、要保護

児童対策地域協議会の活用などにより、配偶者暴力相談支援センター等（※）と児

童相談所及び福祉事務所等の連携を一層強化し、個々の事案についてそれぞれの立

場で考え得る対応を積極的に共有して適切に対処することが求められています。 

※市町村の配偶者暴力相談支援担当部署を含む 

 
《地域ネットワーク活用例》 
 

医療

児童相談所 警察

学校・教育委員会

配偶者暴力相談支援センター
等（県・市町村ＤＶ担当）

保健

民生・児童委員 民間団体等関係機関

市町村（児童虐待担当）
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５ 情報発信の強化  

【現状と課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

 相談窓口等の情報提供 

① 幅広くリーフレットや相談ダイヤル周知カードを設置し、相談窓口や支援

内容の周知に努めます。 

 

② 被害者が将来を見据えて行動できるよう相談の流れや、住まい・就労等の

支援内容などホームページで紹介します。 

 

③ 無料の法律相談や保護命令の申請など、被害者に有用な情報の提供を行い

ます。 

 

④ 若年層への啓発強化に向けて、ホームページやＳＮＳ等での啓発を行いま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
１）ＳＮＳ：ソーシャル・ネットワーキング・サービス。人と人との交流を促進し、ネッ

トワークの構築を支援するインターネット上のサービス。 

 

(1) 令和２年度アンケート調査結果ではＤＶ相談窓口を１つでも知っている

方の割合は 55.8％と低くなっており、相談窓口の一層の周知が必要です。 

(2) 避難後の生活に不安を持つ被害者が、相談を踏みとどまるケースもある

ため、相談の流れや、支援内容など、被害者が将来的な見通しを持って行

動できるよう総合的な情報提供が必要です。 

(3) 被害状況から脱するための情報提供が、様々な事情により相談できない

被害者の生活改善に繋がる場合があります。 

(4) ホームページやＳＮＳ１）を活用した広報は若年層への啓発に有効と考え

られます。 
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基本目標Ⅱ 安全な保護体制づくり                   

 

 １ 一時保護体制の充実と連携強化 

   【現状と課題】 

 

 

 

 

 

 

    

 

 

 

【今後の取組】 

(1) 相談から一時保護までの支援 

① 一時保護所においては、被害者の安心・安全の確保に努めます。 

 

② 相談従事者への不当な危害を防ぐため、安全対策に努めます。 

 

③ 市町村においても、相談時に被害者及び相談従事者の安全が確保されるよ

う働きかけます。 

 

④ 被害者の状況に応じて、被害者の安全確保と負担軽減のため同行支援を行

います。 

 

(2) 市町村との連携が必要な被害者に対する支援 

① 各市町村の相談体制などを踏まえ、市町村との連携が必要な被害者につい

ては、「市町村向け女性相談支援マニュアル」を活用し、円滑な支援を図り

ます。 

 

② 高齢者虐待又は障害者虐待にも該当する場合は、高齢者虐待防止法又は障

害者虐待防止法に基づき市町村に通報を行い、市町村等関係機関と連携して

被害者の支援を行います。 

 

(3) 被害者ニーズに配慮した一時保護委託の充実 

① 被害者の安全確保と利便性を図るため、一時保護委託の充実を検討します。 

 

② 夜間休日における緊急保護等を含む一時保護に対応できるよう、各関係機

関相互の連絡を密にし、連携を図ります。 

 

③ 被害者の様々な状況に応じて一時保護が行えるよう多様な一時保護委託

先の確保に向けて検討していきます。 

(1) 緊急保護や避難を要する場合、女性福祉相談所が 24 時間体制で対応して

います。 

(2) 県内の社会福祉施設等と契約を結び、一時保護委託を実施しています。 

(3) スムーズな一時保護が実施されるよう、関係機関相互の連携を強化する必

要があります。 

(4) 市町村においても、相談時に被害者及び相談従事者の安全が確保されるよ

う働きかけます。 

(5) 様々な配慮を要する被害者に対応できるよう、多様な一時保護先を確保し

ておく必要があります。 
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２ 外国人・高齢者・障害者等への配慮 

【現状と課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

     (1)  外国人への支援 

① 国籍を問わず、人権に配慮して相談に応じます。 

 

② 被害者の状況や意思を的確に把握し、必要な情報を伝達するため、通訳の

確保に努めます。 

 

(2) 高齢者や障害者への支援 

① 高齢者や障害者の身体面、精神面の状況に応じて関係機関と連携し対応に

努めます。 

 

② 高齢者虐待又は障害者虐待にも該当する場合は、高齢者虐待防止法又は障

害者虐待防止法に基づき市町村に通報を行い、市町村等関係機関と連携して

被害者の支援を行います。（再掲） 

 

③ 障害者からの被害申告や相談に対し的確に意思を把握するため、手話通訳

等の確保に努めます。 

 

 

(1) 外国人被害者は、言葉や文化の違いが障害となり、相談内容が伝わりにく

い状況があります。 

(2) 外国人被害者に対しては、必要に応じて通訳を介し、適切な相談支援が行

えるように努めています。 

(3) 高齢者や障害者については、DV が潜在化しやすい傾向にあり、ＤＶ被害

だけでなく、様々な重複した問題を抱える相談者が増えています。 

(4) 外国人、高齢者や障害者等、様々な配慮を必要とする被害者にも対応する

必要があります。 
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３ 被害者の立場に立った被害防止活動 

【現状と課題】 

    

 

 

 

 

 

 

 
【今後の取組】 

(1) 被害者の安全確保 

① 被害者が置かれている立場を十分配慮した上で、一時保護や保護命令制度

の説明を含め、事例に応じた対応策を助言し、必要に応じてパトロールを強

化します。 

 

② 特に、保護命令が発せられた場合は、警察や避難先の地方公共団体等と緊

密に連携し、被害者の安全確保に努めます。 

 

 (2) 加害者への対応 

① 犯罪行為に対しては、厳格な対処を基本としつつ、被害者の意向を尊重し

指導・警告を行います。 

 

② 裁判所から保護命令を受けた加害者に対し、被害者への危害防止及び犯罪

予防の観点から、加害者に対して命令の遵守について指導・警告を行います。 

 

４ 被害者等の心身の健康回復 

   【現状と課題】 

 

  

 
 

【今後の取組】 

    同伴児・者を含めた心身のケア 

① 女性福祉相談所の心理判定員等によるカウンセリングを実施します。同伴

児童については、ＤＶの目撃は心理的虐待に当たることをふまえ、必要に応

じて県内各児童相談所２）との連携を図り適切に対応します。 

 

② PTSD（心的外傷後ストレス障害）等の精神保健的な問題を有する被害者

には、精神保健福祉センター３）や保健所４）等と連携し、適切な医療機関やカ

ウンセリング機関等への受診等を勧めます。 

(1) 警察では、被害者の意向により、避難や相談窓口等の情報提供や関係機

関への連絡、パトロールの強化を行っています。 

(2) 被害者の安全確保を最優先し、被害者の意思を尊重しつつ、指導・警告・

検挙を行っています。 

(3) 加害者に対しては、保護命令の概要説明と法遵守の指導を行い、違反が

予測できる場合は警戒を実施しています。被害者に対しては、加害者の接

近や有事の際の防犯指導１）を行っています。 

(4) 加害者に保護命令が発令された場合は、避難先の警察や地方公共団体と

の連携により被害者の安全確保が必要です。 

(1) 被害者は、加害者からの追跡や今後の生活に不安を感じています。 

(2) DV は、その環境下で育った子どもにも深刻な影響を及ぼし、ＤＶによる

心理的な被害に加え、一時保護など環境の変化や置かれた状況を理解するま

でに時間を要するなど、こころのケアが必要です。 
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１）有事の際の防犯指導：保護命令決定後、加害者が保護命令違反に当たると認められる行為を

した場合に被害者が適切な自衛措置を取ることができるよう指導すること。 

２）児童相談所：県内 6 カ所（中央、新発田、長岡、南魚沼、上越、新潟市）に設置され

ており、家庭や学校などから子どもに関する相談に応じ必要な助言や指導を行ってい

る。なお、児童虐待防止法では、目の前で DV の被害を目撃することも心理的虐待と定

義されている。 
３）精神保健福祉センター：県の精神保健福祉に関する技術的中核機関。精神保健及び精

神障害者福祉に関する問題に対応している。 
４）保健所：母子保健や精神保健などの地域保健に関する業務を行う機関。県地域振興局

健康福祉（環境）部に併置されている。 
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基本目標Ⅲ 被害者の自立支援体制づくり                

 

１ 生活安定のための支援 

   【現状と課題】 

  

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

福祉制度の情報提供等 

① 生活保護や健康保険、各種貸付制度、児童扶養手当、犯罪被害者給付金制

度２）等に関する情報提供やその手続きに関する助言を行います。 

 

② ひとり親家庭や生活困窮者のための福祉制度の周知を図り、生活の安定と

自立を促進します。 

 

③ 被害者の状況に応じて、被害者の安全確保と負担軽減のため同行支援を行

います。（再掲） 

 

２ 住宅の確保 

   【現状と課題】 

  

 

 

 
 

 

 

【今後の取組】 

公営住宅の優先入居等 

関係機関との緊密な連携を図りながら、制度の効果的な運用を図ります。 

 

 

(1) 経済的な自立が困難な被害者については、生活保護を適用しています。 

(2) ひとり親となった被害者に対しては、母子・父子自立支援員１）による相談

を実施し、ひとり親世帯が利用できる福祉制度の情報提供を行っています。 

(3) 生活に困窮している被害者については、自立支援に向けた制度の情報提供

を行っています。 

(4) 子どもを持つ被害者が必要な養育費を確保できるよう広報啓発や養育費の

取り決めを促進しています。 

(5) 被害者の安全確保を最優先し、被害者の意思を尊重しつつ関係機関での諸

手続などの際に同行支援を行っています。 

(6) 被害者の生活の安定に向けて、必要な各種制度について適切に情報提供が

なされるよう関係機関に周知する必要があります。 

(1) 「新潟県営住宅条例施行規則」により、住宅に困窮する被害者については

県営住宅への優先入居の取り扱いをしています。 

(2) 被害者に対し緊急避難的に県営住宅を半年程度の期間で目的外で使用で

きる取り扱いをしています。 

(3) 市町村営の公営住宅では、優先入居をしていないところもあり、被害者へ

の配慮を求めていく必要があります。 
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１）母子・父子自立支援員：母子家庭等の相談相手として相談業務を行うため、都道府県

知事、市長及び福祉事務所を設置する町村長から委嘱されている者。 
２）犯罪被害者給付金制度：「犯罪被害者等給付金の支給等による犯罪被害者等の支援に

関する法律」に基づく、故意の犯罪被害者の遺族又は犯罪被害者本人に対する国の支

援制度。加害者に対し保護命令が発せられている被害者に対しては、犯罪の事情等に

より特に必要と認められるときに支給される。 
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３ 就労の支援 

【現状と課題】 

   

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

就労支援事業の推進 

① ひとり親家庭等の自立を支援するため、総合的なひとり親家庭等対策を

推進します。 

 

② 市町村と連携を図り、事業のより一層の周知を図ります。 

 

③ ハローワーク等就職斡旋機関との連携に努めます。 

 
１）ひとり親家庭等就業・自立支援センター：生活相談や就業相談を実施し、ひとり親

家庭の父又は母や寡婦の方の職業適性や就業経験に応じた適切な助言や公共職業安

定所等と連携して就業情報の提供やあっせんをする。 
２）就業支援員：ひとり親家庭の父又は母や寡婦の就業状況、就業をめぐる法制度、就

業支援政策等に関し十分な知識を有し、相談に関し十分な経験を有する者。  
３）自立支援教育訓練給付金：ひとり親家庭の父又は母が就職に役立つ資格を取得する

ため、指定された講座を受講した場合に、受講に要した経費のうち 20%に相当する

額を上限として給付する（ただし、所得の制限がある）。 
４）高等職業訓練促進給付金：ひとり親家庭の父又は母が、看護師や介護福祉士など、

就職に有利な資格取得を促進するため、養成機関で２年以上のカリキュラムを就業

する場合に受講期間のうち一定期間において手当てを支給する（ただし、所得の制限がある）。 
５）家庭生活支援員：母子・父子福祉団体等に登録された訪問介護員（ホームヘルパー

3 級以上）、保育士等の有資格者で、家事や子育て等の援助を行う者 

(1) 雇用環境が厳しい中、就労経験が少ない、子どもを同伴している、心身

の健康回復が十分でないなど、被害者の就職は厳しい状況にあります。 

(2) 子どものいる被害者に対しては、ひとり親家庭等就業・自立支援センタ

ー１）において、就業支援員２）による就業相談を実施しています。 

(3) ひとり親家庭の父又は母の個々の実情に合わせた就労支援を行うため、

地域振興局健康福祉環境部地域福祉課(県内５カ所)に母子自立支援プログ

ラム策定員を置いています。 

(4) 自立支援教育訓練給付金３）高等職業訓練促進給付金４）事業を実施してい

ます。 

(5) ひとり親家庭等で自立促進に必要な事由（就学、就職活動等）や社会的

事由（疾病、学校行事等）により一時的に生活援助や保育サービスが必要

な場合に、家事や児童の世話を行う家庭生活支援員５）を派遣しています。 

(6) ひとり親家庭の父又は母に対し、県が実施する公共職業訓練コースに

「ひとり親優先枠」を設定して訓練の受講機会を提供しています。また、コ

ースによって託児施設の利用も可能です。 

(7) 一人ひとりの状況や適性にあった就労先の確保や、職業訓練が実施でき

るよう、関係機関と連携し、きめ細かな支援を行う必要があります。 
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４ 同伴児童への支援 

【現状と課題】 

    

 

 

 

 

    
 

 

 

【今後の取組】 

(1) 同伴児童の就学・保育等への配慮 

教育委員会、学校、保育所等の関係機関と連携を図り、同伴児童が不利

益を被ることがないよう転出及び受け入れ等について配慮します。 

 

(2) 児童相談所との連携  

同伴児童については、必要に応じて県内各児童相談所との連携を図り、

適切に対応します。 

 

(3) 同伴児童等に関する情報の保護 

教育委員会、学校、保育所等の関係機関と連携を図り、被害者や同伴児

童の居所先に関する情報の保護に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 被害者は、加害者からの追跡を逃れるため児童を伴い居住地等を変更す

ることがあり、教育委員会等は同伴児童の就学・保育等について配慮する

必要があります。 

(2) ＤＶは、その環境下で育った子どもにも深刻な影響を及ぼしますが、一

時保護後も環境の変化や置かれた状況を理解するまでに時間を要し、様々

な問題を呈することがあります。 

(3) 加害者が、同伴児童の通う学校等に現れて所在を聞き出したり連れ去っ

たりすることがあるため、配慮する必要があります。 
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５ 被害者に関する個人情報の保護 

【現状と課題】 

   

 

 

 
    

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

(1) 住民基本台帳による被害者情報の管理 

住民基本台帳による閲覧制度の制限措置について、適切な取扱いがなさ

れるように、市町村に対して制度の周知と助言を行います。 

 
(2) 個人情報の保護 

住民基本台帳以外の情報についても加害者に漏れることがないよう、関

係機関が連携し、個人情報の保護に努めます。 

 

６ 被害者等の心身の健康回復（再掲） 

【現状と課題】 

 

  

 
 

 

【今後の取組】 

同伴児・者を含めた心身のケア 

① 女性福祉相談所の心理判定員等により、カウンセリングを実施します。

同伴児童については、ＤＶの目撃は心理的虐待に当たることをふまえ、必

要に応じて県内各児童相談所との連携を図ります。 

 

② PTSD（心的外傷後ストレス障害）等の精神保健的な問題を有する被害

者には、精神保健福祉センターや保健所等と連携し、適切な医療機関やカ

ウンセリング機関等への受診等を勧めます。 

(1) 「住民基本台帳事務処理要領」に基づき、被害者が支援措置の実施を市

町村に求めると、市町村長は措置の必要性について警察や女性福祉相談所

等に確認したうえで、加害者が住民基本台帳の閲覧制度、住民票の写し等

や戸籍の附票の交付制度を不当に利用して、被害者の住所を突き止めるこ

とを防止することとされています。 

(2) 加害者が第三者になりすまして閲覧したり、第三者に依頼して住民票の

写しを取得したりすることがないように、本人確認や請求目的の審査を厳

格に行うことが必要です。 

(3) 加害者に被害者の避難場所や移住先の情報が渡ることのないよう、関係

機関が細心の注意を払って個人情報の保護に努める必要があります。 

(1) 被害者は、加害者からの追跡や今後の生活に不安を感じています。 

(2) DV は、その環境下で育った子どもにも深刻な影響を及ぼし、ＤＶによ

る心理的な被害に加え、一時保護など環境の変化や置かれた状況を理解す

るまでに時間を要するなど、こころのケアが必要です。 
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７ 司法手続き等に関する支援 
【現状と課題】 

 

  

 

 

 

 
【今後の取組】 

各種制度の情報提供等 

① 保護命令制度の利用について情報提供を行うとともに、申し立てを希望す

る場合は被害者が円滑に手続きできるよう、適切な支援を行います。 

 

② 弁護士による法律相談や各種相談窓口の紹介等を行います。 

 

③ 被害者が司法手続きを進める上で活用できる、法律扶助制度１）等の紹介を

行います。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 １）法律扶助制度：国民の権利の平等な実現を図るために、法律の専門家による援助や裁

判のための費用を援助する制度。現在、法律扶助協会で行われているが、平成 18 年

10 月から、独立行政法人日本司法支援センター（通称「法テラス」）の業務の 1 つ「民

事法律扶助」として行われている。 

(1) 被害者の安全確保のためには、一時保護と並んで保護命令制度も有効な

手段です。制度を一層周知するとともに、被害者への適切な情報提供・助

言が必要です。 

(2) 被害者が、離婚や子どもの親権、保護命令の手続き等、法的な問題を解

決するために必要な情報提供を行う必要があります。 
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基本目標Ⅳ 関係機関との協働体制づくり                

 

１ 関係機関との連携 

【現状と課題】 

   

 

 

 

 
    

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

(1)配偶者暴力防止連絡会議・実務担当者会議の充実 

ＤＶ防止と被害者保護のため、事例検討等を通じて関係機関の機能と役

割をお互いに理解し、さらに連携を深めます。 

 

(2)ネットワークの拡大と連携強化 

① 個別の相談への対応や支援の検討においては、要保護児童対策地域協

議会や児童相談所、学校、医療機関等支援に関わる機関や団体とも連携

し、効果的な支援に努めます。 

 

② 市町村ＤＶ担当課の要保護児童対策地域協議会への参画を促します。 

 

③ 地域におけるネットワークづくりのため、圏域・地域ごとの会議・研

修を実施します。 

 

④ 被害者の支援において、広域的な対応を要する場合は、関係機関に予

め連絡、調整を行う等により円滑な連携に努めます。 

 

⑤ 個人情報保護の観点から、職務上知り得た情報については第三者や機

関等に漏れることがないよう、秘密の保持に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

(1) 関係機関の共通理解と連携を図るため、34 機関で構成される「配偶者

暴力防止連絡会議」１）を開催しています。 

(2) 関係機関の実務担当者が、ＤＶ防止のための実務の課題について検討し、

ＤＶ防止対策に生かすため、「配偶者暴力防止実務担当者会議」を開催して

います。 

(3) 今後もＤＶ相談にきめ細かく対応するため、さらに関係機関のネットワ

ークを強化する必要があります。また、市町村間の連携についても一層進

めていく必要があります。 

(4) ＤＶと児童虐待は密接に関連するものであることを踏まえ、児童虐待対

応機関との連携を一層深める必要があります。 
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１）配偶者暴力防止連絡会議：配偶者暴力防止法の施行にあたり、同法の趣旨を広く周知

し、配偶者からの暴力被害者に対して適切かつ迅速な対応を図る目的で設置された被

害者の保護及び支援のための関係者会議。 
  

(国)         新潟地方裁判所  新潟地方法務局  新潟地方検察庁 

東京入国管理局新潟出張所  新潟労働局   

日本司法支援センター新潟地方事務所 

(民間団体)      県医師会  県歯科医師会  県看護協会  県弁護士会   

県民生委員児童委員協議会  県臨床心理士会  母子生活支援施設連絡協議会   

公益財団法人新潟県女性財団  特定非営利活動法人女のスペース・にいがた 

公益社団法人にいがた被害者支援センター 

(市)         新潟市市民生活部男女共同参画課 

  長岡市市民協働推進部人権・男女共同参画課 

  上越市自治・市民環境部共生まちづくり課 

  三条市教育委員会事務局子育て支援課   柏崎市福祉保健部福祉課 

  新発田市社会福祉課   新潟市児童相談所 

(県)         教育庁義務教育課  教育庁高等学校教育課  教育庁生徒指導課 

県警察本部子供女性安全対策課  県民生活・環境部男女平等社会推進課   

福祉保健部健康対策課  県保健所長会    県地域福祉事務所長会 

精神保健福祉センター  中央福祉相談センター 

福祉保健部子ども家庭課 

 

 

 

 

＜構成機関＞ 
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２ 民間団体との協働・連携強化 

【現状と課題】 

     

  

 
 

 

 

 

 

 

 

【今後の取組】 

(1) 民間団体との協働の推進 

若年層に向けたデートＤＶを予防する教育等、協働可能な民間団体へ事業

の委託等を実施します。 

 

(2) 民間団体との連携強化 

被害者の多様な状況に対応するため、自立支援を含め、民間団体との連

携を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1) DV・デート DV 予防啓発の推進にあたり、民間団体のノウハウを活用

して実施しています。 

(2) 民間団体の代表へ、「配偶者暴力防止連絡会議」や「配偶者暴力防止実

務担当者会議」に出席を要請し、情報交換を行っています。 

(3) 被害者の状況に応じた円滑な対応を実施するためには、自立支援を含

め、民間団体と連携して支援する必要があります。 

(4) 様々な配慮を要する被害者の一時保護に備え、民間団体等、多様な一時

保護先を確保しておく必要があります。 
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基本目標Ⅴ ＤＶを許さない社会づくり                 
 

１  暴力防止に関する人権教育の推進及び啓発 
【現状と課題】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

【今後の取組】 

(1) ＤＶ予防に力点を置いた教育及び啓発の推進 

① 学校において人権尊重や男女平等の精神に基づき発達段階に応じた人

権教育、性に関する指導や暴力防止教育を実施します。 

 

(1) DV は重大な人権侵害であり、人権が尊重される社会を形成する上で克

服すべき課題です。これまで、ＤＶは家庭内や親密な間柄の出来事で個人

的な問題であり、他人が介入するべきものではないとして、被害が矮小化

される傾向がありましたが、「暴力を許さない」という基本的な認識とそ

れについての意識啓発が必要です。 

(2) 一般県民向け公開講座の実施や、リーフレット、相談窓口周知用カード

を作成し、配布することにより、ＤＶに対する理解促進及び相談窓口の周

知に努めています。 

(3) 毎年 11 月 12 日から 25 日までに行われる「女性に対する暴力をなく

す運動」の期間に、ポスター等の配布や「県民だより」などを通じて県民

に広報を行い、意識啓発を図っています。 

(4) 毎年 12 月４日から 10 日まで行われる「人権週間」では、女性の人権

を始め全ての人の人権が尊重される社会の実現に向け、県民啓発のための

広報を行っています。 

(5) 本県県民アンケート調査によると「暴力についての認識」は高まってき

ていますが、暴力を受けても相談しなかった人が 79.5%、また相談しな

かった理由として「相談するほどのことでもないと思ったから」が最も多

く 59.1%であり、ＤＶについて正しく理解されているとは言えない状況

です。 

(6) 社会的暴力（束縛や監視など）、精神的暴力（怒鳴るなど）、性的暴力（性

的行為の強要など）、経済的暴力（生活費を渡さないなど）もＤＶである

ことについて意識啓発が必要です。 

(7) 内閣府の「男女間における暴力に関する調査（H29）」では、交際相手

がいたことのある方の 16.7％（女性 21.4％、男性 11.5％）が「交際相

手からの暴力」（以下「デートＤＶ」という。）被害を受けたと回答してお

り、若年層を対象としたデートＤＶの予防啓発が必要です。 

(8) 望まない妊娠や性感染症など性に関する健康が損なわれることを防止

する意識啓発が必要です。 

(9) 家庭や地域、学校など社会のあらゆる分野において、高齢者から若い世

代までどの世代に対しても、DV は犯罪行為を含む重大な人権侵害である

という教育や研修、啓発などが必要となっています。 

(10) 子どもの面前で行われる DV は児童虐待であり、目撃した子どもの心

身に深刻な影響を与えることを周知していく必要があります。 



43 

 

② 両親学級や育児学級の機会を捉えて子育てをしている保護者への啓発

に努めます。 

 

③ 人権感覚を養うために、人権教育を行う指導者への研修を実施します。 

 

④ ＤＶに関する啓発を行い暴力防止の意識づくりや身近な相談機関の周

知に努めます。 

 

⑤ 各関係機関に広く広報を実施し、県民のＤＶに関する理解促進を効果的

に行います。 

 

⑥ 市町村や企業、その他の団体からの要望に応じ、研修・啓発の講師を派

遣します。 

         

(2) デートＤＶを予防する教育及び啓発の推進 

① 若年層におけるデート DV の実態について把握します。 

 

② 中学生・高校生を中心とした若年層向けにデート DV を予防する教育や

啓発を行うとともに、相談窓口を周知します。 

 

③ ホームページや SNS を活用するなど、若年層に届きやすい媒体を使用

して啓発を行います。 

 

④ 教職員や保護者等にデート DV 防止の指導・対応方法の啓発を実施しま

す。 

 

(3) 加害者更生等に係る調査研究の情報収集及び加害予防の意識啓発 

① 国等の調査研究の状況について情報収集を行うとともに、対応策につい

て検討します。 

 

② 関係機関と連携を図りながら、加害予防の意識啓発を図るための講演会

等を実施します。 

 

２ 発見通報体制の整備・充実 

【現状と課題】 

 

 

 

 

 

    

 

(1) 配偶者暴力防止法第６条第２項では、医師その他の医療関係者は被害者

を発見した場合、配偶者暴力相談支援センターまたは警察官に通報するこ

とができることとされています。 

(2) 被害者を把握しやすい立場にある医師や看護師などの医療関係者等に、

法の趣旨を十分に浸透させ、DV に関する理解を深めていく必要がありま

す。 
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【今後の取組】 

(1)通報体制の整備 

① 医療機関従事者に対し、ＤＶに関する理解と通報の促進を図るため、関

係団体と連携し、医療機関向けのマニュアルを作成・配布します。 

 

② 医療機関を早期発見の場と位置づけ、関係機関と連携を図りながら医療

機関従事者への研修を実施します。 

 

(2)関係機関への働きかけ 

被害者を発見した場合は、本人の意向を尊重しながら必要に応じて女性

福祉相談所、配偶者暴力相談支援センター及び警察へ、通報や情報提供す

るよう関係機関に積極的に働きかけます。 
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基本目標Ⅵ 適切な苦情対応                      

  

適切な苦情対応 
   【現状と課題】 

    

 

 

 

 
   【今後の取組】 

相談機関及び一時保護機関における体制の整備・確立 

① 苦情解決担当者や責任者を設置し、申し立て方法について利用者へわかり

やすく周知します。 

 

② 被害者から苦情を受けた場合は、内容をよく聞き、解決に向けて話し合い

を行うなど、円滑な対応を図ります。 

 

③ 福祉サービスの質と信頼性の向上のため、苦情解決の内容や結果を公表し

ます。 

(1) ＤＶに対する理解不足から、被害者が様々な場面で二次的被害を受ける例

があります。 

(2) 寄せられた苦情に対して適切に公正な視点で解決できるよう、体制を整備

する必要があります。 



 

 

 

 

 

・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する法律・・・・・・・ １ 

 

・配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策に 

関する基本的な方針(概要)・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２０ 

 

・ＤＶ関係機関一覧・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・２８ 
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律 

（平成十三年法律第三十一号） 

最終改正：令和元年法律第四十六号 

目次 

前文 

第一章 総則（第一条・第二条） 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等（第二条の二・第二条の三） 

第二章 配偶者暴力相談支援センター等（第三条―第五条） 

第三章 被害者の保護（第六条―第九条の二） 

第四章 保護命令（第十条―第二十二条） 

第五章 雑則（第二十三条―第二十八条） 

第五章の二 補則（第二十八条の二） 

第六章 罰則（第二十九条・第三十条） 

附則 

我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、人

権の擁護と男女平等の実現に向けた取組が行われている。 

ところが、配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害で

あるにもかかわらず、被害者の救済が必ずしも十分に行われてこなかった。ま

た、配偶者からの暴力の被害者は、多くの場合女性であり、経済的自立が困難で

ある女性に対して配偶者が暴力を加えることは、個人の尊厳を害し、男女平等

の実現の妨げとなっている。 

このような状況を改善し、人権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配

偶者からの暴力を防止し、被害者を保護するための施策を講ずることが必要で

ある。このことは、女性に対する暴力を根絶しようと努めている国際社会にお

ける取組にも沿うものである。 

ここに、配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備

することにより、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るため、この

法律を制定する。 

第一章 総則 

（定義） 
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第一条 この法律において「配偶者からの暴力」とは、配偶者からの身体に対す

る暴力（身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼすもの

をいう。以下同じ。）又はこれに準ずる心身に有害な影響を及ぼす言動（以下

この項及び第二十八条の二において「身体に対する暴力等」と総称する。）を

いい、配偶者からの身体に対する暴力等を受けた後に、その者が離婚をし、又

はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者から引き

続き受ける身体に対する暴力等を含むものとする。 

２ この法律において「被害者」とは、配偶者からの暴力を受けた者をいう。 

３ この法律にいう「配偶者」には、婚姻の届出をしていないが事実上婚姻関係

と同様の事情にある者を含み、「離婚」には、婚姻の届出をしていないが事実

上婚姻関係と同様の事情にあった者が、事実上離婚したと同様の事情に入る

ことを含むものとする。 

（国及び地方公共団体の責務） 

第二条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力を防止するとともに、被害

者の自立を支援することを含め、その適切な保護を図る責務を有する。 

第一章の二 基本方針及び都道府県基本計画等 

（基本方針） 

第二条の二 内閣総理大臣、国家公安委員会、法務大臣及び厚生労働大臣（以下

この条及び次条第五項において「主務大臣」という。）は、配偶者からの暴力

の防止及び被害者の保護のための施策に関する基本的な方針（以下この条並

びに次条第一項及び第三項において「基本方針」という。）を定めなければな

らない。 

２ 基本方針においては、次に掲げる事項につき、次条第一項の都道府県基本

計画及び同条第三項の市町村基本計画の指針となるべきものを定めるものと

する。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する

事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に

関する重要事項 
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３ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更しようとするときは、あらか

じめ、関係行政機関の長に協議しなければならない。 

４ 主務大臣は、基本方針を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これ

を公表しなければならない。 

（都道府県基本計画等） 

第二条の三 都道府県は、基本方針に即して、当該都道府県における配偶者か

らの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画

（以下この条において「都道府県基本計画」という。）を定めなければならな

い。 

２ 都道府県基本計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。 

一 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な方針 

二 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施内容に関

する事項 

三 その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に

関する重要事項 

３ 市町村（特別区を含む。以下同じ。）は、基本方針に即し、かつ、都道府県

基本計画を勘案して、当該市町村における配偶者からの暴力の防止及び被害

者の保護のための施策の実施に関する基本的な計画（以下この条において「市

町村基本計画」という。）を定めるよう努めなければならない。 

４ 都道府県又は市町村は、都道府県基本計画又は市町村基本計画を定め、又

は変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。 

５ 主務大臣は、都道府県又は市町村に対し、都道府県基本計画又は市町村基

本計画の作成のために必要な助言その他の援助を行うよう努めなければなら

ない。 

第二章配偶者暴力相談支援センター等 

（配偶者暴力相談支援センター） 

第三条 都道府県は、当該都道府県が設置する婦人相談所その他の適切な施設

において、当該各施設が配偶者暴力相談支援センターとしての機能を果たす

ようにするものとする。 

２ 市町村は、当該市町村が設置する適切な施設において、当該各施設が配偶
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者暴力相談支援センターとしての機能を果たすようにするよう努めるものと

する。 

３ 配偶者暴力相談支援センターは、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護のため、次に掲げる業務を行うものとする。 

一 被害者に関する各般の問題について、相談に応ずること又は婦人相談員

若しくは相談を行う機関を紹介すること。 

二 被害者の心身の健康を回復させるため、医学的又は心理学的な指導その

他の必要な指導を行うこと。 

三 被害者（被害者がその家族を同伴する場合にあっては、被害者及びその同

伴する家族。次号、第六号、第五条、第八条の三及び第九条において同じ。）

の緊急時における安全の確保及び一時保護を行うこと。 

四 被害者が自立して生活することを促進するため、就業の促進、住宅の確保、

援護等に関する制度の利用等について、情報の提供、助言、関係機関との連

絡調整その他の援助を行うこと。 

五 第四章に定める保護命令の制度の利用について、情報の提供、助言、関係

機関への連絡その他の援助を行うこと。 

六 被害者を居住させ保護する施設の利用について、情報の提供、助言、関係

機関との連絡調整その他の援助を行うこと。 

４ 前項第三号の一時保護は、婦人相談所が、自ら行い、又は厚生労働大臣が定

める基準を満たす者に委託して行うものとする。 

５ 配偶者暴力相談支援センターは、その業務を行うに当たっては、必要に応

じ、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間

の団体との連携に努めるものとする。 

（婦人相談員による相談等） 

第四条 婦人相談員は、被害者の相談に応じ、必要な指導を行うことができる。 

（婦人保護施設における保護） 

第五条 都道府県は、婦人保護施設において被害者の保護を行うことができる。 

第三章 被害者の保護 

（配偶者からの暴力の発見者による通報等） 

第六条 配偶者からの暴力（配偶者又は配偶者であった者からの身体に対する
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暴力に限る。以下この章において同じ。）を受けている者を発見した者は、そ

の旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報するよう努めなければ

ならない。 

２ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力

によって負傷し又は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その

旨を配偶者暴力相談支援センター又は警察官に通報することができる。この

場合において、その者の意思を尊重するよう努めるものとする。 

３ 刑法（明治四十年法律第四十五号）の秘密漏示罪の規定その他の守秘義務

に関する法律の規定は、前二項の規定により通報することを妨げるものと解

釈してはならない。 

４ 医師その他の医療関係者は、その業務を行うに当たり、配偶者からの暴力

によって負傷し又は疾病にかかったと認められる者を発見したときは、その

者に対し、配偶者暴力相談支援センター等の利用について、その有する情報

を提供するよう努めなければならない。 

（配偶者暴力相談支援センターによる保護についての説明等） 

第七条 配偶者暴力相談支援センターは、被害者に関する通報又は相談を受け

た場合には、必要に応じ、被害者に対し、第三条第三項の規定により配偶者暴

力相談支援センターが行う業務の内容について説明及び助言を行うとともに、

必要な保護を受けることを勧奨するものとする。 

（警察官による被害の防止） 

第八条 警察官は、通報等により配偶者からの暴力が行われていると認めると

きは、警察法（昭和二十九年法律第百六十二号）、警察官職務執行法（昭和二

十三年法律第百三十六号）その他の法令の定めるところにより、暴力の制止、

被害者の保護その他の配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために

必要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

（警察本部長等の援助） 

第八条の二 警視総監若しくは道府県警察本部長（道警察本部の所在地を包括

する方面を除く方面については、方面本部長。第十五条第三項において同じ。

又は警察署長は、配偶者からの暴力を受けている者から、配偶者からの暴力

による被害を自ら防止するための援助を受けたい旨の申出があり、その申出
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を相当と認めるときは、当該配偶者からの暴力を受けている者に対し、国家

公安委員会規則で定めるところにより、当該被害を自ら防止するための措置

の教示その他配偶者からの暴力による被害の発生を防止するために必要な援

助を行うものとする。 

（福祉事務所による自立支援） 

第八条の三 社会福祉法（昭和二十六年法律第四十五号）に定める福祉に関す

る事務所（次条において「福祉事務所」という。）は、生活保護法（昭和二十

五年法律第百四十四号）、児童福祉法（昭和二十二年法律第百六十四号）、母子

及び父子並びに寡婦福祉法（昭和三十九年法律第百二十九号）その他の法令

の定めるところにより、被害者の自立を支援するために必要な措置を講ずる

よう努めなければならない。 

（被害者の保護のための関係機関の連携協力） 

第九条 配偶者暴力相談支援センター、都道府県警察、福祉事務所、児童相談所

その他の都道府県又は市町村の関係機関その他の関係機関は、被害者の保護

を行うに当たっては、その適切な保護が行われるよう、相互に連携を図りな

がら協力するよう努めるものとする。 

（苦情の適切かつ迅速な処理） 

第九条の二 前条の関係機関は、被害者の保護に係る職員の職務の執行に関し

て被害者から苦情の申出を受けたときは、適切かつ迅速にこれを処理するよ

う努めるものとする。 

第四章 保護命令 

（保護命令） 

第十条 被害者（配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫（被

害者の生命又は身体に対し害を加える旨を告知してする脅迫をいう。以下こ

の章において同じ。）を受けた者に限る。以下この章において同じ。）が、配偶

者からの身体に対する暴力を受けた者である場合にあっては配偶者からの更

なる身体に対する暴力（配偶者からの身体に対する暴力を受けた後に、被害

者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者で

あった者から引き続き受ける身体に対する暴力。第十二条第一項第二号にお

いて同じ。）により、配偶者からの生命等に対する脅迫を受けた者である場合



- 7 - 
 

にあっては配偶者から受ける身体に対する暴力（配偶者からの生命等に対す

る脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚姻が取り消された場合

にあっては、当該配偶者であった者から引き続き受ける身体に対する暴力。

同号において同じ。）により、その生命又は身体に重大な危害を受けるおそれ

が大きいときは、裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害

が加えられることを防止するため、当該配偶者（配偶者からの身体に対する

暴力又は生命等に対する脅迫を受けた後に、被害者が離婚をし、又はその婚

姻が取り消された場合にあっては、当該配偶者であった者。以下この条、同項

第三号及び第四号並びに第十八条第一項において同じ。）に対し、次の各号に

掲げる事項を命ずるものとする。ただし、第二号に掲げる事項については、申

立ての時において被害者及び当該配偶者が生活の本拠を共にする場合に限る。 

一 命令の効力が生じた日から起算して六月間、被害者の住居（当該配偶者と

共に生活の本拠としている住居を除く。以下この号において同じ。）その他

の場所において被害者の身辺につきまとい、又は被害者の住居、勤務先その

他その通常所在する場所の付近をはいかいしてはならないこと。 

二 命令の効力が生じた日から起算して二月間、被害者と共に生活の本拠と

している住居から退去すること及び当該住居の付近をはいかいしてはなら

ないこと。 

２ 前項本文に規定する場合において、同項第一号の規定による命令を発する

裁判所又は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危

害が加えられることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じ

た日以後、同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過

する日までの間、被害者に対して次の各号に掲げるいずれの行為もしてはな

らないことを命ずるものとする。 

一 面会を要求すること。 

二 その行動を監視していると思わせるような事項を告げ、又はその知り得

る状態に置くこと。 

三 著しく粗野又は乱暴な言動をすること。 

四 電話をかけて何も告げず、又は緊急やむを得ない場合を除き、連続して、

電話をかけ、ファクシミリ装置を用いて送信し、若しくは電子メールを送信
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すること。 

五 緊急やむを得ない場合を除き、午後十時から午前六時までの間に、電話を

かけ、ファクシミリ装置を用いて送信し、又は電子メールを送信すること。 

六 汚物、動物の死体その他の著しく不快又は嫌悪の情を催させるような物

を送付し、又はその知り得る状態に置くこと。 

七 その名誉を害する事項を告げ、又はその知り得る状態に置くこと。 

八 その性的羞恥心を害する事項を告げ、若しくはその知り得る状態に置き、

又はその性的羞恥心を害する文書、図画その他の物を送付し、若しくはその

知り得る状態に置くこと。 

３ 第一項本文に規定する場合において、被害者がその成年に達しない子（以

下この項及び次項並びに第十二条第一項第三号において単に「子」という。）

と同居しているときであって、配偶者が幼年の子を連れ戻すと疑うに足りる

言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその同居してい

る子に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必

要があると認めるときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又

は発した裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加え

られることを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、

同号の規定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日まで

の間、当該子の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以

下この項において同じ。）、就学する学校その他の場所において当該子の身辺

につきまとい、又は当該子の住居、就学する学校その他その通常所在する場

所の付近をはいかいしてはならないことを命ずるものとする。ただし、当該

子が十五歳以上であるときは、その同意がある場合に限る。 

４ 第一項本文に規定する場合において、配偶者が被害者の親族その他被害者

と社会生活において密接な関係を有する者（被害者と同居している子及び配

偶者と同居している者を除く。以下この項及び次項並びに第十二条第一項第

四号において「親族等」という。）の住居に押し掛けて著しく粗野又は乱暴な

言動を行っていることその他の事情があることから被害者がその親族等に関

して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止するため必要がある

と認めるときは、第一項第一号の規定による命令を発する裁判所又は発した
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裁判所は、被害者の申立てにより、その生命又は身体に危害が加えられるこ

とを防止するため、当該配偶者に対し、命令の効力が生じた日以後、同号の規

定による命令の効力が生じた日から起算して六月を経過する日までの間、当

該親族等の住居（当該配偶者と共に生活の本拠としている住居を除く。以下

この項において同じ。）その他の場所において当該親族等の身辺につきまとい、

又は当該親族等の住居、勤務先その他その通常所在する場所の付近をはいか

いしてはならないことを命ずるものとする。 

５ 前項の申立ては、当該親族等（被害者の十五歳未満の子を除く。以下この項

において同じ。）の同意（当該親族等が十五歳未満の者又は成年被後見人であ

る場合にあっては、その法定代理人の同意）がある場合に限り、することがで

きる。 

（管轄裁判所） 

第十一条 前条第一項の規定による命令の申立てに係る事件は、相手方の住所

（日本国内に住所がないとき又は住所が知れないときは居所）の所在地を管

轄する地方裁判所の管轄に属する。 

２ 前条第一項の規定による命令の申立ては、次の各号に掲げる地を管轄する

地方裁判所にもすることができる。 

一 申立人の住所又は居所の所在地 

二 当該申立てに係る配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅

迫が行われた地 

（保護命令の申立て） 

第十二条 第十条第一項から第四項までの規定による命令（以下「保護命令」と

いう。）の申立ては、次に掲げる事項を記載した書面でしなければならない。 

一 配偶者からの身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫を受けた状況 

二 配偶者からの更なる身体に対する暴力又は配偶者からの生命等に対する

脅迫を受けた後の配偶者から受ける身体に対する暴力により、生命又は身

体に重大な危害を受けるおそれが大きいと認めるに足りる申立ての時にお

ける事情 

三 第十条第三項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者

が当該同居している子に関して配偶者と面会することを余儀なくされるこ
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とを防止するため当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての

時における事情 

四 第十条第四項の規定による命令の申立てをする場合にあっては、被害者

が当該親族等に関して配偶者と面会することを余儀なくされることを防止

するため当該命令を発する必要があると認めるに足りる申立ての時におけ

る事情五配偶者暴力相談支援センターの職員又は警察職員に対し、前各号

に掲げる事項について相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実の有無

及びその事実があるときは、次に掲げる事項 

イ 当該配偶者暴力相談支援センター又は当該警察職員の所属官署の名称 

ロ 相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時及び場所 

ハ 相談又は求めた援助若しくは保護の内容 

ニ 相談又は申立人の求めに対して執られた措置の内容 

２ 前項の書面（以下「申立書」という。）に同項第五号イからニまでに掲げる事

項の記載がない場合には、申立書には、同項第一号から第四号までに掲げる

事項についての申立人の供述を記載した書面で公証人法（明治四十一年法律

第五十三号）第五十八条ノ二第一項の認証を受けたものを添付しなければな

らない。 

（迅速な裁判） 

第十三条 裁判所は、保護命令の申立てに係る事件については、速やかに裁判

をするものとする。 

（保護命令事件の審理の方法） 

第十四条 保護命令は、口頭弁論又は相手方が立ち会うことができる審尋の期

日を経なければ、これを発することができない。ただし、その期日を経ること

により保護命令の申立ての目的を達することができない事情があるときは、

この限りでない。 

２ 申立書に第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載がある場

合には、裁判所は、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長

に対し、申立人が相談し又は援助若しくは保護を求めた際の状況及びこれに

対して執られた措置の内容を記載した書面の提出を求めるものとする。この

場合において、当該配偶者暴力相談支援センター又は当該所属官署の長は、
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これに速やかに応ずるものとする。 

３ 裁判所は、必要があると認める場合には、前項の配偶者暴力相談支援セン

ター若しくは所属官署の長又は申立人から相談を受け、若しくは援助若しく

は保護を求められた職員に対し、同項の規定により書面の提出を求めた事項

に関して更に説明を求めることができる。 

（保護命令の申立てについての決定等） 

第十五条 保護命令の申立てについての決定には、理由を付さなければならな

い。 

ただし、口頭弁論を経ないで決定をする場合には、理由の要旨を示せば足り

る。 

２ 保護命令は、相手方に対する決定書の送達又は相手方が出頭した口頭弁論

若しくは審尋の期日における言渡しによって、その効力を生ずる。 

３ 保護命令を発したときは、裁判所書記官は、速やかにその旨及びその内容

を申立人の住所又は居所を管轄する警視総監又は道府県警察本部長に通知す

るものとする。 

４ 保護命令を発した場合において、申立人が配偶者暴力相談支援センターの

職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた事実があり、かつ、申立書

に当該事実に係る第十二条第一項第五号イからニまでに掲げる事項の記載が

あるときは、裁判所書記官は、速やかに、保護命令を発した旨及びその内容

を、当該申立書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センター（当該申立

書に名称が記載された配偶者暴力相談支援センターが二以上ある場合にあっ

ては、申立人がその職員に対し相談し、又は援助若しくは保護を求めた日時

が最も遅い配偶者暴力相談支援センター）の長に通知するものとする。 

５ 保護命令は、執行力を有しない。 

（即時抗告） 

第十六条 保護命令の申立てについての裁判に対しては、即時抗告をすること

ができる。 

２ 前項の即時抗告は、保護命令の効力に影響を及ぼさない。 

３ 即時抗告があった場合において、保護命令の取消しの原因となることが明

らかな事情があることにつき疎明があったときに限り、抗告裁判所は、申立
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てにより、即時抗告についての裁判が効力を生ずるまでの間、保護命令の効

力の停止を命ずることができる。事件の記録が原裁判所に存する間は、原裁

判所も、この処分を命ずることができる。 

４ 前項の規定により第十条第一項第一号の規定による命令の効力の停止を命

ずる場合において、同条第二項から第四項までの規定による命令が発せられ

ているときは、裁判所は、当該命令の効力の停止をも命じなければならない。 

５ 前二項の規定による裁判に対しては、不服を申し立てることができない。 

６ 抗告裁判所が第十条第一項第一号の規定による命令を取り消す場合におい

て、同条第二項から第四項までの規定による命令が発せられているときは、

抗告裁判所は、当該命令をも取り消さなければならない。 

７ 前条第四項の規定による通知がされている保護命令について、第三項若し

くは第四項の規定によりその効力の停止を命じたとき又は抗告裁判所がこれ

を取り消したときは、裁判所書記官は、速やかに、その旨及びその内容を当該

通知をした配偶者暴力相談支援センターの長に通知するものとする。 

８ 前条第三項の規定は、第三項及び第四項の場合並びに抗告裁判所が保護命

令を取り消した場合について準用する。 

（保護命令の取消し） 

第十七条 保護命令を発した裁判所は、当該保護命令の申立てをした者の申立

てがあった場合には、当該保護命令を取り消さなければならない。第十条第

一項第一号又は第二項から第四項までの規定による命令にあっては同号の規

定による命令が効力を生じた日から起算して三月を経過した後において、同

条第一項第二号の規定による命令にあっては当該命令が効力を生じた日から

起算して二週間を経過した後において、これらの命令を受けた者が申し立て、

当該裁判所がこれらの命令の申立てをした者に異議がないことを確認したと

きも、同様とする。 

２ 前条第六項の規定は、第十条第一項第一号の規定による命令を発した裁判

所が前項の規定により当該命令を取り消す場合について準用する。 

３ 第十五条第三項及び前条第七項の規定は、前二項の場合について準用する。 

（第十条第一項第二号の規定による命令の再度の申立て） 

第十八条 第十条第一項第二号の規定による命令が発せられた後に当該発せら
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れた命令の申立ての理由となった身体に対する暴力又は生命等に対する脅迫

と同一の事実を理由とする同号の規定による命令の再度の申立てがあったと

きは、裁判所は、配偶者と共に生活の本拠としている住居から転居しようと

する被害者がその責めに帰することのできない事由により当該発せられた命

令の効力が生ずる日から起算して二月を経過する日までに当該住居からの転

居を完了することができないことその他の同号の規定による命令を再度発す

る必要があると認めるべき事情があるときに限り、当該命令を発するものと

する。ただし、当該命令を発することにより当該配偶者の生活に特に著しい

支障を生ずると認めるときは、当該命令を発しないことができる。 

２ 前項の申立てをする場合における第十二条の規定の適用については、同条

第一項各号列記以外の部分中「次に掲げる事項」とあるのは「第一号、第二号

及び第五号に掲げる事項並びに第十八条第一項本文の事情」と、同項第五号

中「前各号に掲げる事項」とあるのは「第一号及び第二号に掲げる事項並びに

第十八条第一項本文の事情」と、同条第二項中「同項第一号から第四号までに

掲げる事項」とあるのは「同項第一号及び第二号に掲げる事項並びに第十八

条第一項本文の事情」とする。 

（事件の記録の閲覧等） 

第十九条 保護命令に関する手続について、当事者は、裁判所書記官に対し、事

件の記録の閲覧若しくは謄写、その正本、謄本若しくは抄本の交付又は事件

に関する事項の証明書の交付を請求することができる。ただし、相手方にあ

っては、保護命令の申立てに関し口頭弁論若しくは相手方を呼び出す審尋の

期日の指定があり、又は相手方に対する保護命令の送達があるまでの間は、

この限りでない。 

（法務事務官による宣誓認証） 

第二十条 法務局若しくは地方法務局又はその支局の管轄区域内に公証人がい

ない場合又は公証人がその職務を行うことができない場合には、法務大臣は、

当該法務局若しくは地方法務局又はその支局に勤務する法務事務官に第十二

条第二項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する場合を含む。）の

認証を行わせることができる。 

（民事訴訟法の準用） 
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第二十一条 この法律に特別の定めがある場合を除き、保護命令に関する手続

に関しては、その性質に反しない限り、民事訴訟法（平成八年法律第百九号）

の規定を準用する。 

（最高裁判所規則） 

第二十二条 この法律に定めるもののほか、保護命令に関する手続に関し必要

な事項は、最高裁判所規則で定める。 

第五章 雑則 

（職務関係者による配慮等） 

第二十三条 配偶者からの暴力に係る被害者の保護、捜査、裁判等に職務上関

係のある者（次項において「職務関係者」という。）は、その職務を行うに当

たり、被害者の心身の状況、その置かれている環境等を踏まえ、被害者の国

籍、障害の有無等を問わずその人権を尊重するとともに、その安全の確保及

び秘密の保持に十分な配慮をしなければならない。 

２ 国及び地方公共団体は、職務関係者に対し、被害者の人権、配偶者からの暴

力の特性等に関する理解を深めるために必要な研修及び啓発を行うものとす

る。 

（教育及び啓発） 

第二十四条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止に関する国民の

理解を深めるための教育及び啓発に努めるものとする。 

（調査研究の推進等） 

第二十五条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護に資するため、加害者の更生のための指導の方法、被害者の心身の健康を

回復させるための方法等に関する調査研究の推進並びに被害者の保護に係る

人材の養成及び資質の向上に努めるものとする。 

（民間の団体に対する援助） 

第二十六条 国及び地方公共団体は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保

護を図るための活動を行う民間の団体に対し、必要な援助を行うよう努める

ものとする。 

（都道府県及び市の支弁） 

第二十七条 都道府県は、次の各号に掲げる費用を支弁しなければならない。 
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一 第三条第三項の規定に基づき同項に掲げる業務を行う婦人相談所の運営

に要する費用（次号に掲げる費用を除く。） 

二 第三条第三項第三号の規定に基づき婦人相談所が行う一時保護（同条第

四項に規定する厚生労働大臣が定める基準を満たす者に委託して行う場合

を含む。）に要する費用 

三 第四条の規定に基づき都道府県知事の委嘱する婦人相談員が行う業務に

要する費用 

四 第五条の規定に基づき都道府県が行う保護（市町村、社会福祉法人その他

適当と認める者に委託して行う場合を含む。）及びこれに伴い必要な事務に

要する費用 

２ 市は、第四条の規定に基づきその長の委嘱する婦人相談員が行う業務に要

する費用を支弁しなければならない。 

（国の負担及び補助） 

第二十八条 国は、政令の定めるところにより、都道府県が前条第一項の規定

により支弁した費用のうち、同項第一号及び第二号に掲げるものについては、

その十分の五を負担するものとする。 

２ 国は、予算の範囲内において、次の各号に掲げる費用の十分の五以内を補

助することができる。 

一 都道府県が前条第一項の規定により支弁した費用のうち、同項第三号及

び第四号に掲げるもの 

二 市が前条第二項の規定により支弁した費用 

第五章の二 補則 

（この法律の準用） 

第二十八条の二 第二条及び第一章の二から前章までの規定は、生活の本拠を

共にする交際（婚姻関係における共同生活に類する共同生活を営んでいない

ものを除く。）をする関係にある相手からの暴力（当該関係にある相手からの

身体に対する暴力等をいい、当該関係にある相手からの身体に対する暴力等

を受けた後に、その者が当該関係を解消した場合にあっては、当該関係にあ

った者から引き続き受ける身体に対する暴力等を含む。）及び当該暴力を受け

た者について準用する。この場合において、これらの規定中「配偶者からの暴
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力」とあるのは「第二十八条の二に規定する関係にある相手からの暴力」と読

み替えるほか、次の表の上欄に掲げる規定中同表の中欄に掲げる字句は、そ

れぞれ同表の下欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第二条 被害者 被害者（第二十八条の二に

規定する関係にある相手か

らの暴力を受けた 

者をいう。以下同じ。） 

第六条第一項 配偶者又は配偶者

であった者 

同条に規定する関係にある

相手又は同条に規定する関

係にある相手であった者 

第十条第一項から第四

項まで、第十一条第二項

第二号、第十二条第一項

第一号から第四号まで

及び第十八条第一項 

配偶者 第二十八条の二に規定する

関係にある相手 

第十条第一項 離婚をし、又はその

婚姻が取り消され

た場合 

第二十八条の二に規定する

関係を解消した場合 

 

第六章 罰則 

第二十九条 保護命令（前条において読み替えて準用する第十条第一項から第

四項までの規定によるものを含む。次条において同じ。）に違反した者は、一

年以下の懲役又は百万円以下の罰金に処する。 

第三十条 第十二条第一項（第十八条第二項の規定により読み替えて適用する

場合を含む。）又は第二十八条の二において読み替えて準用する第十二条第一

項（第二十八条の二において準用する第十八条第二項の規定により読み替え

て適用する場合を含む。）の規定により記載すべき事項について虚偽の記載の

ある申立書により保護命令の申立てをした者は、十万円以下の過料に処する。 

附 則〔抄〕 

（施行期日） 
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第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。

ただし、第二章、第六条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、

第七条、第九条（配偶者暴力相談支援センターに係る部分に限る。）、第二十七

条及び第二十八条の規定は、平成十四年四月一日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 平成十四年三月三十一日までに婦人相談所に対し被害者が配偶者から

の身体に対する暴力に関して相談し、又は援助若しくは保護を求めた場合に

おける当該被害者からの保護命令の申立てに係る事件に関する第十二条第一

項第四号並びに第十四条第二項及び第三項の規定の適用については、これら

の規定中「配偶者暴力相談支援センター」とあるのは、「婦人相談所」とする。 

（検討） 

第三条 この法律の規定については、この法律の施行後三年を目途として、こ

の法律の施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な

措置が講ぜられるものとする。 

 

附 則〔平成十六年法律第六十四号〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護に関する法律（次項において「旧法」という。）第十条

の規定による命令の申立てに係る同条の規定による命令に関する事件につい

ては、なお従前の例による。 

２ 旧法第十条第二号の規定による命令が発せられた後に当該命令の申立ての

理由となった身体に対する不法な攻撃であって生命又は身体に危害を及ぼす

ものと同一の事実を理由とするこの法律による改正後の配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護に関する法律（以下「新法」という。）第十条第一項第

二号の規定による命令の申立て（この法律の施行後最初にされるものに限る。）

があった場合における新法第十八条第一項の規定の適用については、同項中

「二月」とあるのは、「二週間」とする。 
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（検討） 

第三条 新法の規定については、この法律の施行後三年を目途として、新法の

施行状況等を勘案し、検討が加えられ、その結果に基づいて必要な措置が講

ぜられるものとする。 

 

附 則〔平成十九年法律第百十三号〕〔抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

（経過措置） 

第二条 この法律の施行前にしたこの法律による改正前の配偶者からの暴力の

防止及び被害者の保護に関する法律第十条の規定による命令の申立てに係る

同条の規定による命令に関する事件については、なお従前の例による。 

 

附 則〔平成二十五年法律第七十二号〕〔抄〕 

（施行期日） 

１ この法律は、公布の日から起算して六月を経過した日から施行する。 

 

附 則〔平成二十六年法律第二十八号〕〔抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、平成二十七年四月一日から施行する。ただし、次の各号に

掲げる規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 略 

二 第二条並びに附則第三条、第七条から第十条まで、第十二条及び第十五 

条から第十八条までの規定平成二十六年十月一日 

 

附 則〔令和元年法律第四十六号〕〔抄〕 

（施行期日） 

第一条 この法律は、令和二年四月一日から施行する。ただし、次の各号に掲げ

る規定は、当該各号に定める日から施行する。 

一 附則第四条、第七条第一項及び第八条の規定公布の日 
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二 第二条（次号に掲げる規定を除く。）の規定並びに次条及び附則第三条の

規定令和四年四月一日 

三 第二条中児童福祉法第十二条の改正規定（同条第四項及び第六項に係る

部分並びに同条第一項の次に一項を加える部分に限る。）及び同法第十二条

の五の改正規定令和五年四月一日 
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配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策に関する 

基本的な方針（概要） 

 
 

 

 

 
 

※ 令和２年３月 23 日 最終改正 

 
第１ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護に関する基本的な事項 

１ 基本的な考え方 

配偶者からの暴力は、犯罪となる行為をも含む重大な人権侵害である。 

２ 我が国の現状 

平成 13 年４月、法が制定され、基本方針の策定等を内容とする平成 16 年５月、

平成 19 年７月、平成 26 年１月の法改正を経て、令和元年６月、児童虐待防止対

策及び配偶者からの暴力の被害者の保護対策の強化を図るため、被害者の保護に

当たり、相互に連携協力を図るべき機関として児童相談所を明記する等の改正が

行われた。 

３ 基本方針並びに都道府県基本計画及び市町村基本計画 

（１）基本方針 

基本方針は、都道府県基本計画及び市町村基本計画の指針となるべきもので

ある。基本方針の内容についても、法と同様、生活の本拠を共にする交際相手

からの暴力及び被害者について準用することとする。 

（２）都道府県基本計画及び市町村基本計画 

基本計画は、第一線で中心となって施策に取り組む地方公共団体が策定する

ものである。策定に当たっては、それぞれの都道府県又は市町村の状況を踏ま

えた計画とするとともに、都道府県と市町村の役割分担についても、基本方針

を基に、地域の実情に合った適切な役割分担となるよう、あらかじめ協議する

ことが必要である。被害者の立場に立った切れ目のない支援のため、都道府県

については、被害者の支援における中核として、一時保護等の実施、市町村へ

の支援、職務関係者の研修等広域的な施策等、市町村については、身近な行政

主体の窓口として、相談窓口の設置、緊急時における安全の確保、地域におけ

る継続的な自立支援等が基本的な役割として考えられる。 

第２ 配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の内容に関する事項 

１ 配偶者暴力相談支援センター 

都道府県の支援センターは、都道府県における対策の中核として、処遇の難し

い事案への対応や専門的・広域的な対応が求められる業務にも注力することが望

平 成 2 5 年 1 2 月 2 6 日 

内 閣 府 、 国 家 公 安 委 員 会 、 

法 務 省 、 厚 生 労 働 省 告 示 第 1 号 
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ましい。市町村の支援センターは、身近な行政主体における支援の窓口として、

その性格に即した基本的な役割について、積極的に取り組むことが望ましい。ま

た、民間団体と支援センターとが対等な関係性において、必要に応じ、機動的に

連携を図りながら対応することが必要である。 

２ 婦人相談員 

婦人相談員は、被害者に関する各般の相談に応じるとともに、その態様に応じ

た適切な援助を行うことが必要である。 

３ 配偶者からの暴力の発見者による通報等 

（１）通報 

都道府県及び市町村は、被害者を発見した者は、その旨を支援センター又は

警察官に通報するよう努めることの周知を図ることが必要である。医師その他

の医療関係者等は、被害者を発見した場合には、守秘義務を理由にためらうこ

となく、支援センター又は警察官に対して通報を行うことが必要である。 

（２）通報等への対応 

支援センターにおいて、国民から通報を受けた場合は、通報者に対し、被害

者に支援センターの利用に関する情報を教示してもらうよう協力を求めること

が必要である。医療関係者から通報を受けた場合は、被害者の意思を踏まえ、

当該医療機関に出向く等により状況を把握し、被害者に対して説明や助言を行

うことが望ましい。警察において、配偶者からの暴力が行われていると認めた

場合は、暴力の制止に当たるとともに、応急の救護を要すると認められる被害

者を保護することが必要である。 

４ 被害者からの相談等 

（１）配偶者暴力相談支援センター 

電話による相談があった場合は、その訴えに耳を傾け、適切な助言を行うこ

と、また、面接相談を行う場合は、その話を十分に聴いた上で、どのような援

助を求めているのかを把握し、問題解決に向けて助言を行うことが必要である。 

（２）警察 

被害者からの相談において意思決定を支援するなど、被害者の立場に立った

適切な対応を行うとともに、相談に係る事案が刑罰法令に抵触すると認められ

る場合には、被害者の意思を踏まえ捜査を開始するほか、刑事事件として立件

が困難であると認められる場合であっても、加害者に対する指導警告を行うな

どの措置を講ずることが必要である。被害者から警察本部長等の援助を受けた

い旨の申出があり、その申出を相当と認めるときは、国家公安委員会規則で定

めるところにより、必要な援助を行うことが必要である。 

（３）人権擁護機関 

支援センター、警察等と連携を図りながら、被害者に必要な助言、婦人相談

所等一時保護施設等への紹介等の援助を行うなど、被害者の保護、救済に努め

る。 
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（４）民間団体との連携 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るための活動を行う民間団体

では、相談業務、同行支援、自立支援など大きな役割を担っている。 

５ 被害者に対する医学的又は心理学的な援助等 

（１）被害者に対する援助 

婦人相談所において、医師、心理判定員等、支援にかかわる職員が連携して被

害者に対する医学的又は心理学的な援助を行うことが必要である。また、被害者

が、地域での生活を送りながら、身近な場所で相談等の援助を受けられるよう、

支援センターは、カウンセリングを行うことや、専門家や民間団体等と連携し、

適切な相談機関を紹介するなどの対応を採ることが必要である。 

（２）子どもに対する援助 

児童相談所において、医学的又は心理学的な援助を必要とする子どもに対して、

精神科医や児童心理司等が連携を図りながら、カウンセリング等を実施すること

が必要である。また、学校及び教育委員会並びに支援センターは、学校において、

スクールカウンセラー等が相談に応じていること等について、適切に情報提供を

行うことが必要である。 

（３）医療機関との連携 

支援センターは、被害者本人及びその子どもを支援するに当たって、専門医学

的な判断や治療を必要とする場合は、医療機関への紹介、あっせんを行うことが

必要である。 

６ 被害者の緊急時における安全の確保及び一時保護等 

（１）緊急時における安全の確保 

婦人相談所の一時保護所が離れている等の場合において、緊急に保護を求めて

きた被害者を一時保護が行われるまでの間等に適当な場所にかくまう、又は避難

場所を提供すること等の緊急時における安全の確保は、身近な行政主体である市

町村において、地域における社会資源を活用して積極的に実施されることが望ま

しい。 

（２）一時保護 

一時保護は、配偶者からの暴力を避けるため緊急に保護すること等を目的に行

われるものであるから、夜間、休日を問わず、一時保護の要否判断を速やかに行

う体制を整えることが必要である。また、それぞれの被害者の状況等を考慮し、

被害者にとって最も適当と考えられる一時保護の方法及び施設を選定すること

が必要である。 

（３）婦人保護施設等 

婦人保護施設は、適切な職員を配置し、心身の健康の回復や生活基盤の安定化

と自立に向けた支援を行うことが必要である。母子生活支援施設は、適切な職員

を配置し、子どもの保育や教育等を含め、母子について心身の健康の回復や生活

基盤の安定化と自立に向けた支援を行うとともに、退所後についても相談その他
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の援助を行うことが必要である。 

（４）広域的な対応 

都道府県域を越えて一時保護・施設入所がなされる広域的な対応も増加してお

り、これら地方公共団体間の広域的な連携を円滑に実施することが必要である。 

７ 被害者の自立の支援 

（１）関係機関等との連絡調整等 

支援センターが中心となって関係機関の協議会等を設置し、関係機関等の相互

の連携体制について協議を行うとともに、各機関の担当者が参加して、具体的な

事案に即して協議を行う場も継続的に設けることが望ましい。また、手続の一元

化や同行支援を行うことにより、被害者の負担の軽減と、手続の円滑化を図るこ

とが望ましい。 

（２）被害者等に係る情報の保護 

支援センターは、住民基本台帳の閲覧等に関し、被害者を保護する観点から、

加害者からの請求又は申出については閲覧させない等の措置が執られているこ

とについて、情報提供等を行うことが必要である。また、住民基本台帳からの情

報に基づき事務の処理を行う関係部局においては、閲覧等の制限の対象となって

いる被害者について、特に厳重に情報の管理を行うことが必要である。 

（３）生活の支援 

福祉事務所及び母子・父子自立支援員においては、法令に基づき被害者の自立

支援を行うことが必要である。福祉事務所においては、被害者が相談・申請を行

う場所や、生活保護の申請を受けて、扶養義務者に対して扶養の可能性を調査す

る際の方法や範囲等に関し、被害者の安全確保の観点から適切に配慮することが

必要である。 

（４）就業の支援 

公共職業安定所や職業訓練施設においては、被害者一人一人の状況に応じたき

め細かな就業支援に積極的に取り組むことが必要である。また、子どものいる被

害者については、母子家庭等就業・自立支援センターにおける就業相談等の活用

についても積極的に促すことが必要である。 

（５）住宅の確保 

公営住宅の事業主体において、被害者の自立支援のため、公営住宅の優先入居

や目的外使用等の制度が一層活用されることが必要である。また、都道府県等に

おいては、身元保証人が得られないことでアパート等の賃借が困難となっている

被害者のための身元保証人を確保するための事業の速やかな普及を図ることが

望ましい。 

（６）医療保険 

婦人相談所等が発行する証明書を持って保険者に申し出ることにより、健康保

険における被扶養者又は国民健康保険組合における組合員の世帯に属する者か

ら外れること、また、第三者行為による傷病についても、保険診療による受診が
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可能であること等の情報提供等を行うことが必要である。 

（７）年金 

被害者が年金事務所において手続をとることにより、国民年金原簿等に記載さ

れている住所等が知られることのないよう、秘密の保持に配慮した取扱いが行わ

れること等について、情報提供等を行うことが必要である。 

（８）子どもの就学･保育等 

支援センターは、被害者等の安全の確保を図りつつ、子どもの教育を受ける権

利が保障されるよう、教育委員会、学校と連絡をとるとともに、被害者に対し、

必要な情報提供を行うことが必要である。国においては、市町村に対し、保育所

への入所については、母子家庭等の子どもについて、保育所入所の必要性が高い

ものとして優先的に取り扱う特別の配慮を引き続き求めるよう努める。また、支

援センターにおいては、住民基本台帳への記録がなされていない場合であっても、

予防接種や健診が受けられることについて、情報提供等を行うことが必要である。 

（９）その他配偶者暴力相談支援センターの取組 

離婚調停手続等について各種の法律相談窓口を紹介するなど、被害者の自立を

支援するために必要な措置を講ずることが望ましい。資力の乏しい被害者が無料

法律相談等民事法律扶助制度を利用しやすくするため、日本司法支援センターに

関する情報の提供を行うことが望ましい。また、住民基本台帳への記録がなされ

ていない場合の介護給付等の扱いについて情報提供を行うことが必要である。 

８ 保護命令制度の利用等 

（１）保護命令制度の利用 

被害者が保護命令の申立てを希望する場合には、申立先の裁判所や申立書等の

記入方法等についての助言を行うとともに、保護命令の手続の中で、申立書や添

付した証拠書類の写し等が裁判所から相手方に送付されること、緊急に保護命令

を発令しなければ被害者の保護ができない場合において、暴力等の事実など保護

命令の発令要件の証明が可能なときは、裁判所に対し、審尋等の期日を経ずに発

令するようにその事情を申し出ることができること等について、被害者に対し説

明することが必要である。 

（２）保護命令の通知を受けた場合の対応 

ア 警察 

速やかに被害者と連絡を取り、被害者の意向を確認した上で被害者の住所又

は居所を訪問するなどして、緊急時の迅速な通報等について教示することが必

要である。また、加害者に対しても、保護命令の趣旨及び保護命令違反が罪に

当たることを認識させ、保護命令が確実に遵守されるよう指導警告等を行うこ

とが必要である。 

イ 配偶者暴力相談支援センター 

速やかに被害者と連絡を取り、安全の確保や、親族等への接近禁止命令が出

された場合には、当該親族等へその旨連絡すること等、保護命令発令後の留意
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事項について情報提供を行うことが必要である。また、警察と連携を図って被

害者の安全の確保に努めることが必要である。 

９ 関係機関の連携協力等 

（１）連携協力の方法 

被害者の支援のためには、関係機関が共通認識を持ち、日々の相談、一時保護、

自立支援等様々な段階において、緊密に連携しつつ取り組むことが必要である。 

（２）関係機関による協議会等 

関係部局や機関の長により構成される代表者会議、被害者の支援に直接携わる

者により構成される実務者会議、実際の個別の事案に対応する個別ケース検討会

議等、重層的な構成にすることが望ましい。参加機関としては、都道府県又は市

町村の関係機関はもとより、関係する行政機関、民間団体等について、地域の実

情に応じ、参加を検討することが望ましい。 

（３）関連する地域ネットワークの活用 

関連の深い分野における既存のネットワークとの連携や統合により、関連施策

との連携協力を効果的かつ効率的に進めることについても、検討することが望ま

しい。 

（４）広域的な連携 

市町村又は都道府県の枠を越えた関係機関の広域的な連携が必要になる場合

も考えられることから、あらかじめ、近隣の地方公共団体と連携について検討し

ておくことが望ましい。 

（５）連携協力の実効性の向上 

配偶者からの暴力対応と児童虐待対応の関係機関の連携協力については、研修

の拡充等により、配偶者からの暴力及び児童虐待の特性並びに連携の在り方等に

係る理解促進を図り、その実効性を向上させることが必要である。 

10 職務関係者による配慮・研修及び啓発 

（１）職務関係者による配慮 

職務関係者は、配偶者からの暴力の特性等を十分理解した上で、被害者の立場

に配慮して職務を行うことが必要である。特に被害者と直接接する場合は、被害

者に更なる被害（二次的被害）が生じることのないよう配慮することが必要であ

る。職務を行う際は、被害者等に係る情報の保護に十分配慮することが必要であ

る。また、被害者には、外国人や障害者である者等も当然含まれていること等に

十分留意しつつ、それらの被害者の立場に配慮して職務を行うことが必要である。 

（２）職務関係者に対する研修及び啓発 

研修及び啓発の実施に当たっては、配偶者からの暴力の特性や被害者の立場を

十分に理解した上での対応が徹底されるよう配慮することが必要である。特に、

被害者と直接接する立場の者に対する研修及び啓発においては、二次的被害の防

止の観点が重要である。 

11 苦情の適切かつ迅速な処理 
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関係機関においては、申し出られた苦情について、誠実に受け止め、適切かつ迅

速に処理し、必要に応じ、職務の執行の改善に反映するとともに、可能な限り処理

結果について申立人に対する説明責任を果たすことが望ましい。 

12 教育啓発 

（１）啓発の実施方法と留意事項 

啓発の実施に際しては、関係機関が連携協力して取り組むことが効果的だと考

えられる。啓発を通じて、地域住民に対して、配偶者からの暴力に関する的確な

理解と協力が得られるよう努めることが必要である。 

（２）若年層への教育啓発 

配偶者からの暴力の防止に資するよう、学校・家庭・地域において、人権尊重

の意識を高める教育啓発や男女平等の理念に基づく教育等を促進することが必

要である。 

13 調査研究の推進等 

（１）調査研究の推進 

国においては、加害者の更生のための指導の方法に関する調査研究について、

いかに被害者の安全を高めるか等をその目的とするよう留意して、配偶者からの

暴力に関する加害者に対する指導等の実施に向け、地域社会内における加害者更

生プログラムを含む加害者対応と連動させた包括的な被害者支援体制の構築に

ついての検討に努める。また、被害者の心身の健康を回復させるための方法等に

ついて、配偶者からの暴力の被害の実態把握や被害者の自立支援に寄与するため、

調査研究の推進に努める。 

（２）人材の育成等 

関係機関は、被害者の支援に係る人材の育成及び資質の向上について、職務関

係者に対する研修等を通じ、十分配慮することが必要である。 

14 民間の団体に対する援助等 

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護を図るためには、国、都道府県及び市

町村と、民間団体等とが対等な立場で緊密に連携を図りながら、より効果的な施策

の実施を図っていくことが必要である。どのような連携を行うかは、それぞれの地

域の実情と民間団体等の実態等を踏まえ、それぞれの都道府県又は市町村において

判断することが望ましい。 

第３ その他配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護のための施策の実施に関する

重要事項 

１ 基本方針に基づく施策の実施状況に係る評価 

国及び地方公共団体における施策の実施状況等を把握するとともに、基本方針

に基づく施策の実施状況に係る評価を適宜行い、必要があると認めるときは、そ

の結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。 

２ 基本計画の策定・見直しに係る指針 

（１）基本計画の策定 
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基本計画の策定に際しては、その地域における配偶者からの暴力をめぐる状

況や施策の実施状況を把握することが必要である。策定に当たっては、基本方

針に掲げた各項目の関係部局が連携して取り組むことが望ましい。また、被害

者の支援に取り組む民間団体等広く関係者の意見を聴取することが望ましい。 

（２）基本計画の見直し等 

基本計画については、基本方針の見直しに合わせて見直すことが必要である。

なお、計画期間内であっても、新たに基本計画に盛り込むべき事項が生じるな

どの場合は、必要に応じ、基本計画を見直すことが望ましい。 



新潟市北区健康福祉課

　女性福祉相談所 　　　東区健康福祉課

新潟市配偶者暴力相談支援センター 　　　中央区健康福祉課

長岡市配偶者暴力相談支援センター 　　　江南区健康福祉課

    　秋葉区健康福祉課

けいさつ相談室     　南区健康福祉課

警察本部（代表） 　　　西区健康福祉課

女性被害110番 　　　西蒲区健康福祉課

長岡市 人権・男女共同参画課

新潟署

新潟東署

新潟中央署 柏崎市 子育て支援課

新潟西署 新発田市 社会福祉課

江南署 上越市 共生まちづくり課

新潟北署

新発田署 新発田地域振興局健康福祉環境部

村上署 新潟地域振興局健康福祉部

阿賀野署 三条地域振興局健康福祉環境部

津川署 長岡地域振興局健康福祉環境部

五泉署 南魚沼地域振興局健康福祉環境部

秋葉署 上越地域振興局健康福祉環境部

新潟南署 佐渡地域振興局健康福祉環境部

西蒲署

燕署 新潟県精神保健福祉センター

三条署

加茂署 新潟県男女平等推進相談室

見附署 新潟市男女共同参画推進センター「アルザにいがた」

長岡署 長岡市男女平等推進センター「ウィルながおか」

与板署 上越市男女共同参画推進センター「ウィズじょうえつ」

小千谷署

小出署 新潟地方裁判所　本庁

南魚沼署 　　　  〃　　　三条支部

十日町署 　　　  〃　　　新発田支部

柏崎署 　　　  〃　　　長岡支部

上越署 　　　  〃　　　高田支部

妙高署 　　　  〃　　　佐渡支部

糸魚川署

佐渡署 女のスペース・にいがた

ウィメンズサポートセンターにいがた

女のスペース・ながおか

025-382-4313

025-226-1065

025-264-7343

ＤＶ関係機関一覧

①配偶者暴力相談支援センター ④ 婦人相談員設置市
新潟県配偶者暴力相談支援センター

025-223-7236

025-381-1111 025-250-2415

0258-33-1233

0256-72-8369

② 警察の相談窓口

0258-39-2746

025-283-9110

三条市 教育委員会
子どもの育ちサポートセンター

0256-45-1114

025-285-0110

0256-45-1123
(相談専用)

0250-25-5660

025-281-7890

③ 警察署

025-526-5111

025-249-0110

⑤県地域振興局健康福祉(環境)部

0257-47-7190025-225-0110

025-279-0110

025-260-0110

0250-23-0110

0250-22-5173

025-382-0110

0256-36-22320250-63-0110

0254-22-3030

0254-92-0110

0256-94-0110 025-280-0113

025-386-0110

0258-33-4937

0254-23-0110

025-772-8138

0254-52-0110

025-524-6149

0250-42-0110

0254-26-9129

0258-38-0456

0258-63-0110

0256-32-1758

0258-38-0110

025-285-6605

025-373-0110

025-245-0545

0259-74-3385

0256-72-0110 ⑥精神保健福祉センター

0259-52-3151

(R2.10月末現在）

025-552-0110

0259-55-0110

025-770-0110

⑨民間団体

025-752-0110

025-231-3012

025-524-5209

0258-72-0110

0258-35-2141

0258-83-0110

0254-24-0121

025-527-3614

⑧地方裁判所

025-793-0110 025-222-4224

0256-52-0110

0257-21-0110

025-201-4556

025-387-1316

025-372-6371

025-521-0110

0258-39-9357

0256-33-0110 ⑦男女共同参画関連の相談窓口

0255-72-0110
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